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（単位：円）

　資産の部
　Ⅰ　流動資産
　　　　現金及び預金 310,631,086
　　　　棚卸資産 4,794,133
　　　　未収入金 339,564,639
　　　　賞与引当金見返(注) 99,281,906
　　　　その他流動資産 194,220
　　　　　流動資産合計 754,465,984

　Ⅱ　固定資産
　　１　有形固定資産　　
　　　　　建物 8,428,167,993
　　　　　　減価償却累計額 △ 5,022,747,601
　　　　　　減損損失累計額 △ 339,080 3,405,081,312
　　　　　構築物 1,313,613,872
　　　　　　減価償却累計額 △ 1,055,076,892 258,536,980
　　　　　車両運搬具 98,287,205
　　　　　　減価償却累計額 △ 94,345,318 3,941,887
　　　　　工具器具備品 371,211,424
　　　　　　減価償却累計額 △ 308,831,638 62,379,786
　　　　　立木竹 201,347,737
　　　　　土地 8,903,318,500
　　　　　　有形固定資産合計 12,834,606,202

　　２　無形固定資産
　　　　　ソフトウエア 10,676,165
　　　　　電話加入権 169,000
　　　　　　無形固定資産合計 10,845,165

　　３　投資その他の資産
　　　　　長期前払費用 321,932
　　　　　退職給付引当金見返(注) 1,038,987,300
　　　　　　投資その他の資産合計 1,039,309,232
　　　　　　固定資産合計 13,884,760,599
　　　　　　　資産合計 14,639,226,583

　負債の部
　Ⅰ　流動負債
　　　　預り補助金等(注) 12,197,640
　　　　未払金 180,544,503
　　　　未払費用 165,080,897
　　　　未払消費税等 920,300
　　　　預り金 12,459,371
　　　　引当金
　　　　　賞与引当金 111,061,364
　　　　短期リース債務 18,000,632
　　　　　　流動負債合計 500,264,707
　Ⅱ　固定負債
　　　　資産見返負債(注)
　　　　　資産見返運営費交付金 1,044,971,908
　　　　　資産見返補助金等 38,639,084
　　　　　資産見返寄附金 5,053,739 1,088,664,731
　　　　長期リース債務 38,234,558
        引当金　
          退職給付引当金 1,038,987,300
　　　　　　固定負債合計 2,165,886,589
　　　　　　　負債合計 2,666,151,296

　純資産の部
　Ⅰ　資本金
　　　　政府出資金 15,189,098,667
　　　　　　資本金合計 15,189,098,667

　Ⅱ　資本剰余金
　　　　資本剰余金 2,531,179,075
　　　　その他行政コスト累計額(注)
　　　　　減価償却相当累計額 △ 5,111,964,336
　　　　　減損損失相当累計額 △ 339,080
　　　　　除売却差額相当累計額 △ 904,258,076 △ 6,016,561,492
　　　　　　資本剰余金合計 △ 3,485,382,417

　Ⅲ　利益剰余金
　　　　積立金 53,085,468
　　　　当期未処分利益 216,273,569
　　　　（うち当期総利益） (216,273,569)
　　　　　　利益剰余金合計 269,359,037
　　　　　　純資産合計 11,973,075,287
　　　　　　負債純資産合計 14,639,226,583

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

貸　 借 　対 　照 　表
（令和7年3月31日）

金　　　　　　　　　額
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（単位：円）

科　　　　　目

　Ⅰ　損益計算書上の費用

　　　　業務経費 2,610,788,726

　　　　一般管理費 214,696,793

　　　　　損益計算書上の費用合計 2,825,485,519

　Ⅱ　その他行政コスト

　　　　減価償却相当額(注) 198,016,238

　　　　減損損失相当額(注) 339,080

　　　　除売却差額相当額(注) 2

　　　　　その他行政コスト合計 198,355,320

　Ⅲ　行政コスト 3,023,840,839

行政コスト計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

金　　　　　　　　　額

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（単位：円）
科　　　　　目

　経常費用
　　業務経費
　　　職員給与 1,001,506,141
　　　退職給付費用 99,952,600
　　　法定福利費 236,831,869
　　　水道光熱費 100,038,970
　　　燃料費 5,892,754
　　　業務委託費 209,289,164
　　　医薬品等費 9,842,913
　　　利用者給食費 68,878,713
　　　減価償却費 108,969,591
　　　賞与引当金繰入 98,736,519
　　　その他 670,849,492 2,610,788,726
　　一般管理費
　　　役員報酬 42,366,552
　　　職員給与 87,380,327
　　　退職給付費用 9,590,500
　　　法定福利費 21,094,331
　　　業務委託費 561,492
　　　減価償却費 2,416,279
　　　賞与引当金繰入 12,324,845
　　　その他 38,962,467 214,696,793
　　経常費用合計 2,825,485,519

　経常収益
　　運営費交付金収益(注) 1,033,535,898
　　事業収入
　　　介護給付費・訓練等給付費収入 1,460,971,083
　　　地域生活支援事業費収入 719,116
　　　計画相談支援給付費収入 5,015,050
　　　診療収入 81,454,163
　　　障害児通所支援事業収入 98,260,189
　　　実習生等受入負担金収入 3,269,850
　　　作業生産物等売払収入 29,283,286
　　　その他 14,011,602 1,692,984,339
　　受託収入 12,596,910 12,596,910
　　補助金等収益(注)
　　　都道府県等補助金収益 2,830,000 2,830,000
　　資産見返戻入(注)
　　　資産見返運営費交付金戻入 93,384,563
　　　資産見返補助金等戻入 3,067,790
　　　資産見返寄附金戻入 297,910 96,750,263
　　賞与引当金見返に係る収益(注) 89,507,465
　　退職給付引当金見返に係る収益(注) 109,543,100
　　財務収益
　　　受取利息 54,416
　　雑益 3,956,697
　　経常収益合計 3,041,759,088
　　経常利益 216,273,569
　　当期純利益 216,273,569
　　当期総利益 216,273,569

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

損　 益 　計 　算 　書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

金　　　　　　　　　額
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（単位：円）

施設費
運営費
交付金

減価償
却相当
累計額
（－）

減損損
失相当
累計額
（－）

除売却
差額相
当累計

額
（－）

うち当期総利益

当期首残高 15,189,098,667 15,189,098,667 2,136,943,575 247,524,500 △ 4,919,129,896 0 △ 899,076,276 △ 3,433,738,097 0 53,085,468 － 53,085,468 11,808,446,038

当期変動額

　Ⅰ　資本金の当期変動額

　Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

　　　　　固定資産の取得 146,711,000 146,711,000 146,711,000

　　　　　固定資産の除売却等 5,181,798 △ 5,181,800 △ 2 △ 2

　　　　　減価償却 △ 198,016,238 △ 198,016,238 △ 198,016,238

　　　　　固定資産の減損 △ 339,080 △ 339,080 △ 339,080

　Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

　（１）　利益の処分

　　　　　利益処分による積立 53,085,468 △ 53,085,468 － － －

　　　　　損失処理による取り崩し

　（２）　その他

　　　　　当期純利益 216,273,569 216,273,569 216,273,569 216,273,569

当期変動額合計 0 0 146,711,000 0 △ 192,834,440 △ 339,080 △ 5,181,800 △ 51,644,320 53,085,468 163,188,101 216,273,569 216,273,569 164,629,249

当期末残高 15,189,098,667 15,189,098,667 2,283,654,575 247,524,500 △ 5,111,964,336 △ 339,080 △ 904,258,076 △ 3,485,382,417 53,085,468 216,273,569 216,273,569 269,359,037 11,973,075,287

資本剰余金

純資産
合計

純資産変動計算書

（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

政府
出資金

資本金
合計

その他行政コスト累計額

資本剰
余金
合計

Ⅲ　利益剰余金

積立金 当期未処分利益
利益剰
余金
合計

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金
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（単位：円）

項　　　　　目

　Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　　人件費支出 △ 2,001,258,779

　　　　　　その他の業務支出 △ 642,232,711

　　　　　　運営費交付金収入 1,230,773,000

　　　　　　介護給付費・訓練等給付費収入 1,440,025,642

　　　　　　地域生活支援事業費収入 741,292

　　　　　　計画相談支援給付費収入 5,066,516

　　　　　　診療収入 85,491,457

　　　　　　障害児通所給付費等収入 98,836,359

　　　　　　実習生等受入負担金収入 3,287,390

　　　　　　作業生産物等売払収入 28,763,887

　　　　　　都道府県等補助金収入 2,830,000

　　　　　　その他の事業収入 28,183,127

　　　　　　預り科学研究費補助金の受払 27,143,303

　　　　　　受託収入 3,596,910

　　　　　　雑収入 3,956,697

　　　　　　　　小　計 315,204,090

　　　　　　利息の受取額 54,416

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 315,258,506

　Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　　有形固定資産の取得による支出 △ 161,733,000

　　　　　　無形固定資産の取得による支出 △ 572,000

　　　　　　有形固定資産の売却による収入 52,845

　　　　　　施設費による収入 68,752,000

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 93,500,155

　Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　　リース債務償還の支払額 △ 19,426,635

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 19,426,635

　Ⅳ　資金増加額 202,331,716
　Ⅴ　資金期首残高 108,299,370

　Ⅵ　資金期末残高 310,631,086

キャッシュ・フロー計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

金　　　　　額
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（単位：円）

科　　　　　目

　Ⅰ　当期未処分利益 216,273,569

　　　　　当期総利益 216,273,569

　Ⅱ　利益処分額

　　　　　積立金 216,273,569

216,273,569

利益の処分に関する書類（案）

金　　　　　　　　　額
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〔重要な会計方針〕

１．運営費交付金収益の計上基準

　　　業務達成基準を採用しております。

２. 減価償却の会計処理方法

　（１） 有形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　建　　　物　　　　２年～５０年

　　　　　構　築　物　　　　２年～６０年

　　　　　車両運搬具　　　　２年～　５年　

　　　　　工具器具備品　　　２年～１５年

　　　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、減価償

　　却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

　（２） 無形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（２年～５年）に

　　基づいております。

３．賞与引当金の計上基準

　　　役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計

　　上しております。

　　　なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、

　　賞与引当金見返を計上しております。

４．退職給付に係る引当金の計上基準及び、退職給付費用の処理方法

　　　役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

　　しております。退職給付債務の見込額の算定に当たり、期末自己都合要支給額を退職給付債務と

　　する簡便法を採用しております。

　　　なお、退職給付については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、退職

　　給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。

５．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　（１）医薬品等・・・最終仕入原価法による低価法によっております。

　　　（２）出版物・・・最終仕入原価法による低価法によっております。

　　　（３）未成受託研究支出金・・・個別法による低価法によっております。

　　　（４）切手等・・・最終仕入原価法による低価法によっております。

６．収益及び費用の計上基準

　（１）介護給付費・訓練等給付費収入

　　　介護給付費・訓練等給付費収入は、障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービスに係る収

　　益であり、顧客との契約に基づいて施設入所支援、生活介護、短期入所、共同生活援助、就労継

　　続支援Ｂ型等のサービスを提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、指定障害者福

　　祉サービスを提供した時点において、顧客が当該サービス等に対する支配を獲得して充足される

　　と判断し、収益を認識しております。

　（２）診療収入

　　　診療収入は、医療サービスに係る収益であり、顧客からの診療の申し入れにより医療サービス

　　を提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、医療行為を提供した時点において、顧

　　客が当該医療行為に対する支配を獲得して充足されると判断し、収益を認識しております。
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　（３）障害児通所支援事業収入

　　　障害児通所支援事業収入は、児童福祉法に基づく指定通所支援サービスに係る収益であり、顧

　　客との契約に基づいて児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援等のサービスを

　　提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、指定通所支援サービスを提供した時点に

　　おいて、顧客が当該サービス等に対する支配を獲得して充足されると判断し、収益を認識してお

　　ります。

７．消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
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〔注記事項〕

＜貸借対照表関係＞

   １．未収入金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額 円

   ２．その他行政コスト累計額のうち、独立行政法人に対する出資を財源に取得した資産に係る

　　　金額

減価償却相当累計額（－）　　　　 円

減損損失相当累計額（－） 円

除売却差額相当累計額（－）　 円

＜行政コスト計算書関係＞

　１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 円

自己収入等 円

機会費用 円

独立行政法人の業務運営に関して

国民の負担に帰せられるコスト 円

　２．機会費用の計上方法

　（１） 政府出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

　10年利付国債の令和7年3月末利回りを参考に1.485％で計算しております。

　（２） 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

　該当職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行

政法人での勤務期間に対応する部分について、職員退職手当支給規程を参考に計算しており

ます。

＜キャッシュ・フロー計算書関係＞

　１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 円

資金の期末残高 円

　２．重要な非資金取引

     該当ありません。

＜固定資産の減損に係る注記事項＞　

　１．減損を認識した固定資産に関する事項

　（１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

　用　　途：畜産棟

　種　　類：建物

　場　　所：高崎市

　帳簿価額：減損処理前339,081円　減損処理後1円

　用　　途：プレハブ農作業設備

　種　　類：建物

　場　　所：高崎市

　帳簿価額：減損処理前1円　減損処理後1円

310,631,086

310,631,086

250,514,206

175,997,145

1,493,904,409

3,622,800,649

339,080

904,258,076

3,023,840,839

△ 1,705,933,575
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　（２）減損の認識に至った経緯

　施設の老朽化 により廃止

　（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳

　損益計算書に計上していない金額：建物　339,080円　

　（４）売却が予定されておらず、今後の使用見込もないことから、回収可能サービス価額は、備忘

　　　価額１円を採用しております。

　２．減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）に関する事項

　　　　該当ありません。

＜金融商品に関する注記＞

　１．金融商品の状況に関する事項

　　 当法人は、資金運用については短期的な預金に限定し、活動資金は事業収入及び運営費交付

 　金等によりまかなっているため、資金調達はありません。

　２．金融商品の時価等に関する事項

　　 現金は注記を省略しており、業務未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

   ることから、注記を省略しております。

＜重要な債務負担行為＞

　　　　該当ありません。

＜退職給付関係＞　　

　１．採用している退職給付制度の概要

  　当法人は、職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度を採用しております。退職一時金

　制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支

　給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

　２．退職一時金制度

　（１）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

区分

期首における退職給付引当金 円

退職給付費用等 円

退職給付の支払額 円

期末における退職給付引当金 円

　（２）退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用等 円

＜収益認識に関する注記＞

　１．収益認識に関する開示

  　当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第86における収益の重要性が乏しいため、

　注記を省略しております。

109,543,100

1,038,987,300

1,000,857,200

109,543,100

△ 71,413,000
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　（１）収益の分解情報

  　　当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分は、施設運営業務、障害福祉サービス業務、

　　地域生活支援業務、診療業務、障害児通所支援業務等であり、各事業の主なサービス等の

　　種類は、介護給付費・訓練等給付費収入、診療収入、障害児通所支援事業収入です。

　　　上記に係る一定の事業等のまとまりごとの区分における収益は、下記のとおりです。

（単位：円）

区　　　分 施設運営業務
障害福祉

サービス業務
地域生活
支援業務

診療業務
障害児通所
支援業務

合計

介護給付費・訓練等
給付費収入

1,251,342,713 28,472,079 181,156,291 1,460,971,083

診療収入 81,454,163 81,454,163

障害児通所支援事業
収入

98,260,189 98,260,189

　（２）収益を理解するための基礎となる情報

　　 「重要な会計方針」の「６.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

　（３）当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

　　　該当ありません。

＜重要な後発事象＞

  該当ありません。
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附  属  明  細  書

  国立重度知的障害者総合施設のぞみの園
  独立行政法人

令和6事業年度
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１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第８７　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第９１　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」
による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

当　期 当　期

償却額 減損額

建　　　物 1,858,785,338 21,886,000 0 1,880,671,338 840,441,410 85,243,664 0 0 1,040,229,928

構　築　物 178,120,318 0 0 178,120,318 151,463,308 4,302,396 0 0 26,657,010

車両運搬具 100,286,972 0 3,440,000 96,846,972 92,905,086 1,287,219 0 0 3,941,886

工具器具備品 317,512,705 30,604,664 1,575,000 346,542,369 284,227,309 16,121,077 0 0 62,315,060

計 2,454,705,333 52,490,664 5,015,000 2,502,180,997 1,369,037,113 106,954,356 0 0 1,133,143,884

建　　　物 6,400,785,655 146,711,000 0 6,547,496,655 4,182,306,191 180,613,671 339,080 339,080 2,364,851,384

構　築　物 1,135,493,554 0 0 1,135,493,554 903,613,584 17,402,567 0 0 231,879,970

車両運搬具 1,440,233 0 0 1,440,233 1,440,232 0 0 0 1

工具器具備品 29,850,855 0 5,181,800 24,669,055 24,604,329 0 0 0 64,726

計 7,567,570,297 146,711,000 5,181,800 7,709,099,497 5,111,964,336 198,016,238 339,080 339,080 2,596,796,081

立　木　竹 201,347,737 0 0 201,347,737 0 0 0 0 201,347,737

土　　　地 8,903,318,500 0 0 8,903,318,500 0 0 0 0 8,903,318,500

建設仮勘定 56,760,000 0 56,760,000 0 0 0 0 0 0

計 9,161,426,237 0 56,760,000 9,104,666,237 0 0 0 0 9,104,666,237

建　　　物 8,259,570,993 168,597,000 0 8,428,167,993 5,022,747,601 265,857,335 339,080 339,080 3,405,081,312

構　築　物 1,313,613,872 0 0 1,313,613,872 1,055,076,892 21,704,963 0 0 258,536,980

車両運搬具 101,727,205 0 3,440,000 98,287,205 94,345,318 1,287,219 0 0 3,941,887

工具器具備品 347,363,560 30,604,664 6,756,800 371,211,424 308,831,638 16,121,077 0 0 62,379,786

立　木　竹 201,347,737 0 0 201,347,737 0 0 0 0 201,347,737

土　　　地 8,903,318,500 0 0 8,903,318,500 0 0 0 0 8,903,318,500

建設仮勘定 56,760,000 0 56,760,000 0 0 0 0 0 0

計 19,183,701,867 199,201,664 66,956,800 19,315,946,731 6,481,001,449 304,970,594 339,080 339,080 12,834,606,202

ソフトウエア 62,887,528 572,000 1,503,360 61,956,168 51,280,003 4,431,514 0 0 10,676,165

計 62,887,528 572,000 1,503,360 61,956,168 51,280,003 4,431,514 0 0 10,676,165

電話加入権 169,000 0 0 169,000 0 0 0 0 169,000

計 169,000 0 0 169,000 0 0 0 0 169,000

ソフトウエア 62,887,528 572,000 1,503,360 61,956,168 51,280,003 4,431,514 0 0 10,676,165

電話加入権 169,000 0 0 169,000 0 0 0 0 169,000

計 63,056,528 572,000 1,503,360 62,125,168 51,280,003 4,431,514 0 0 10,845,165

長期前払費用 355,802 0 33,870 321,932 0 0 0 0 321,932

退職給付引当金見返 1,000,857,200 109,543,100 71,413,000 1,038,987,300 0 0 0 0 1,038,987,300

計 1,001,213,002 109,543,100 71,446,870 1,039,309,232 0 0 0 0 1,039,309,232

（単位：円）

減損損失累計額

投資その他の資産

減少額

資 産 の 種 類

増加額

当　期

残　高

期　首 当　期

無形固定資産合計

無形固定資産
（減価償却相当額）

有形固定資産
（減価償却費）

無形固定資産
（減価償却費）

有形固定資産
（減価償却相当額）

非償却資産

（注）有形固定資産（減価償却相当額）における建物の当期増加額について、要因は、寮舎等屋根防水工事（111,731,000円）及び非常通報装置等更新工事（34,980,000円）である。

有形固定資産合計

摘 要

残　高

減価償却累計額 差引当期末

残　　　高

期　末
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２．棚卸資産の明細

（単位：円）

３．引当金の明細

（単位：円）

４．退職給付引当金の明細

（単位：円）

５．資本剰余金の明細

（単位：円）

施設費

運営費交付金

146,711,000

247,524,500

2,136,943,575

247,524,500

0 2,283,654,575

0 0

固定資産の取得

計 146,711,000 0 2,531,179,0752,384,468,075

当期減少額 期末残高

期首残高 当期増加額

111,061,364

期末残高

113,402,355

109,543,100

当期減少額区　　　　分

退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務

退職給付引当金

71,413,000

71,413,000

71,413,000

1,038,987,300

1,038,987,300

1,038,987,300

摘　　要

医薬品等

出版物

計

6,220,820

685,300

7,754,169

切手等 73,260

区　　　　分 期首残高 当期増加額

賞与引当金

種　　類

397,153 0

113,402,355 111,061,364

目的使用

未成受託研究支出金

1,000,857,200

1,000,857,200

1,000,857,200

109,543,100

109,543,100

摘　　要

4,794,133

0

0

0

0 1,149,954

3,603,900

430,134 0 40,279

当期増加額 当期減少額
期末残高

0

0

種　　類 期首残高
払出・振替

当期購入・
製造・振替

その他その他

期末残高

6,741,776

856,600

20,625,420

期首残高 当期増加額

1,670,910

3,775,200

17,665,384

当期減少額

その他

0

012,146,014 450,896 0 12,596,910 0 受託費に振替

摘　　要

摘　　要
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６．運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(1)　運営費交付金債務の増減の明細
（単位：円）

令和6年度 173,134,743

合　　計 173,134,743

(2)　運営費交付金債務の当期振替額の明細

　①運営費交付金債務の振替額並びに主な使途の明細

　　令和6年度分

　②資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細

　　令和6年度分

振替額

(3)　引当金見返との相殺額の明細

・賞与引当金見返

・退職給付引当金見返

・賞与引当金見返

・退職給付引当金見返

・賞与引当金見返

・退職給付引当金見返

・賞与引当金見返

・退職給付引当金見返

・賞与引当金見返

・退職給付引当金見返

・賞与引当金見返

・退職給付引当金見返

交付年度

知的障害者支援関係職員等養成研修業務

1,847,400円

0円

49,722,042 46,371,884

0

費用

1,057,638,257

人件費：148,424,931円、一般管理費：41,940,238円、
業務費：0円、その他：0円

人件費：154,876,858円、一般管理費：0円、
業務費：136,770,581円、その他：0円

人件費：51,565,352円、一般管理費：0円、
業務費：21,167,818円、その他：0円

人件費：28,404,938円、一般管理費：0円、
業務費：17,966,946円、その他：0円

人件費：7,608,107円、一般管理費：0円、
業務費：1,737,522円、その他：0円

0

人件費：101,364,222円、一般管理費：0円、
業務費：51,434,503円、その他：0円

0

運営費交付金の主な使途

主な使途

00 1,057,638,257024,102,359

期首残高

当 期 振 替 額

期交付額
 資本剰余金 小　　計

運営費交付金  資産見返運
期末残高

建設仮勘定見返

収益  営費交付金 運営費交付金

引当金見返
との相殺額

交付金当

0 1,230,773,000

1,033,535,898

1,033,535,898 24,102,359 0 0

診療業務 156,105,550 152,798,725

知的障害者支援関係施設援助・助言業務 9,570,973 9,345,629

1,230,773,000

区分
運営費交付金

収益

業務達成基準による振替額

知的障害者自立支援等調査・研究業務 74,788,726 72,733,170

施設運営業務 536,338,274 291,647,439

合計 1,033,535,898 763,262,016

法人共通 207,010,333 190,365,169

セグメント
振替額

資本剰余金への振替

主な使途

資産見返運営費交付金への振替

主な使途

建仮見返運営費交付金への振替

振替額 主な使途

施設運営業務 24,102,359 0

・福祉の森V3自立支援請求ｼｽﾃﾑ(児)付ｽﾀﾝﾄﾞｱﾛﾝ専用ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ：572,000円
・ゲストハウス別館浴室改修工事：2,310,000円
・体育館・グランド系統　給水管止水バルブ設置工事：1,078,000円
・ゲストハウス別館脱衣所設置工事：1,375,000円
・あかしあ寮第１職員室ルームエアコン設置工事：1,760,000円
・あかしあ寮第１放送設備工事：1,650,000円
・旧あじさい寮空調機設置工事：1,837,000円
・旧あじさい寮ＴＶキャビネット設置工事：2,453,000円
・あかしあ寮第２ 介護浴槽（運営費交付金財源分）：1,644,359円
・園内高圧ケーブル引替工事：3,674,000円
・令和５年度寮舎等屋根防水工事（運営費交付金財源分）359,000円
・令和５年度非常通報装置等更新工事（運営費交付金財源）5,390,000円

0

0合計 24,102,359

セグメント
引当金見返との相殺

相殺額 主な相殺額の内訳

施設運営業務 139,489,367

知的障害者自立支援等調
査・研究業務

4,334,274

70,169,767円

69,319,600円

4,334,274円

0円

知的障害者支援関係職員
等養成研修業務

2,461,958

知的障害者支援関係施設
援助・助言業務

620,027

2,351,958円

110,000円

620,027円

診療業務 12,109,450

法人共通 14,119,667

計 173,134,743

11,973,450円

136,000円

12,272,267円
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７．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（１）施設費の明細 （単位：円）

建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金 その他

施設整備費補助金 0 88,027,000 0

合　　　計 0 88,027,000 0

（２）補助金等の明細 （単位：円）

建設仮勘定見
返補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上

都道府県等補助金 2,830,000 0 0 0 0 2,830,000

合　　　計 2,830,000 0 0 0 0 2,830,000

８．役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

　注１：役員に対する報酬等の支給の基準の概要
　　　　役員に対する報酬等の支給は、役員給与規程及び役員退職手当支給規程によっています。
　注２：職員に対する給与及び退職手当の支給の基準の概要
　　　　職員に対する給与及び退職手当の支給は、職員給与規程及び職員退職手当支給規程によっています。
　注３：報酬又は給与の支給人員数は、年間平均支給人員数を計上しています。
　注４：（　）内は非常勤の役職員に係るものであり、外数で記載しています。

９．科学研究費補助金の明細

（単位：円）

件　数

　注：直接経費相当額については、外数として（　）で記載しています。

合　　　計 3,956,697
(27,143,303) 3

令和6年度厚生労働科学研究費
補助金

1,864,485
1
障害者福祉施設等における身体拘束廃止・防
止の取組推進に向けた調査(6,735,515)

障害者支援施設や共同生活援助事業所、居宅
支援における高齢障害者の看取り・終末期の
支援を行うための研究(8,248,513)

令和6年度厚生労働科学研究費
補助金

摘　　　　　要

強度行動障害者支援のための指導的人材育成
プログラムの開発および地域支援体制の構築
のための研究

種　　　目 当期受入れ

1,340,725
1

(12,159,275)

令和6年度厚生労働科学研究費
補助金

751,487
1

6

(0)

0
(28)

6
(28)

68,218

(2)

3
(147)

160
(149)

(0)

0
(3,196)
68,218

(3,196)

役　　員

職　　員

合　　計

当期交付額

88,027,000

88,027,000

報 酬 又 は 給 与

支　給　額

(2,701)

43,391
(470,440)
1,188,287
(473,141)
1,231,678

区　　分

163

摘　　　　　要
左の会計処理内訳

区　　分
退 職 手 当

支給人員 支給人員支　給　額

区　　分
左の会計処理内訳

適　用

物価高騰対策に取り組む
介護・福祉施設支援金
他

当期交付額

- 4 -



１０．開示すべきセグメント情報

 損益計算書上の費用 1,804,187,891 78,973,801 70,556,323 14,487,056 83,608,234 226,207,081 198,348,433 121,822,997 12,596,910 2,610,788,726 214,696,793 2,825,485,519

 その他行政コスト

減価償却相当額 92,392,797 710,942 0 0 67,368 2,067,582 12,222,647 0 0 107,461,336 90,554,902 198,016,238

減損損失相当額 339,080 339,080 339,080

除売却差額相当額 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0 2

92,731,877 710,942 0 0 67,368 2,067,582 12,222,649 0 0 107,800,418 90,554,902 198,355,320

 行政コスト 1,896,919,768 79,684,743 70,556,323 14,487,056 83,675,602 228,274,663 210,571,082 121,822,997 12,596,910 2,718,589,144 305,251,695 3,023,840,839

641,345,058 78,917,291 61,222,373 10,820,537 25,989,991 42,026,652 129,116,919 23,216,748 0 1,012,655,569 481,248,840 1,493,904,409

事業費用

業務経費 1,804,187,891 78,973,801 70,556,323 14,487,056 83,608,234 226,207,081 198,348,433 121,822,997 12,596,910 2,610,788,726 -               2,610,788,726

　人件費 1,307,490,246 57,805,983 52,589,377 12,749,534 46,481,222 170,205,960 146,913,930 102,954,625 0 1,897,190,877 -               1,897,190,877

　その他費用 496,697,645 21,167,818 17,966,946 1,737,522 37,127,012 56,001,121 51,434,503 18,868,372 12,596,910 713,597,849 -               713,597,849

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 214,696,793 214,696,793

計 1,804,187,891 78,973,801 70,556,323 14,487,056 83,608,234 226,207,081 198,348,433 121,822,997 12,596,910 2,610,788,726 214,696,793 2,825,485,519

事業収益

運営費交付金収益 536,338,274 74,788,726 49,722,042 9,570,973 156,105,550 826,525,565 207,010,333 1,033,535,898

補助金等収益 1,771,000 60,000 603,000 234,000 162,000 2,830,000 2,830,000

計画相談支援給付費収入 5,015,050 5,015,050 5,015,050

介護給付費・訓練等給付費収入 1,251,342,713 28,472,079 181,156,291 1,460,971,083 1,460,971,083

地域生活支援事業費収入 642,446 76,670 719,116 719,116

診療収入 81,454,163 81,454,163 81,454,163

障害児通所給付費等収入 98,260,189 98,260,189 98,260,189

実習生等受入負担金収入 3,269,850 3,269,850 3,269,850

受託収入 12,596,910 12,596,910 12,596,910

資産見返戻入 56,419,610 621,747 111,967 5,413,168 25,715,441 1,524,291 4,527,760 94,333,984 2,416,279 96,750,263

その他収入 3,291,641 767,452 6,064,100 3,666,519 29,213,532 346,060 43,349,304 43,349,304

施設費収益 0 0

寄附金収益 0 0

物品受贈益 0 0

賞与引当金見返に係る収益 67,608,342 4,294,335 2,388,222 723,608 △ 1,766,041 △ 5,223,773 11,942,554 △ 2,784,627 77,182,620 12,324,845 89,507,465

退職給付引当金見返に係る収益 131,464,700 △ 3,399,600 12,350,300 751,300 1,418,500 4,473,500 2,499,200 99,952,600 9,590,500 109,543,100

雑益 3,956,697 △ 49,605,300 3,956,697 3,956,697

計 2,048,878,726 81,029,357 73,906,481 14,712,400 62,811,238 211,816,179 201,655,258 103,010,582 12,596,910 2,810,417,131 231,341,957 3,041,759,088

事業損益 244,690,835 2,055,556 3,350,158 225,344 △ 20,796,996 △ 14,390,902 3,306,825 △ 18,812,415 0 199,628,405 16,645,164 216,273,569

知的障害者支援関係職
員等養成研修

知的障害者支援関係施
設援助・助言

附帯業務：
障害福祉サービス業務

附帯業務：
地域生活支援業務

附帯業務：診療業務区　　　分 施設運営
知的障害者自立支援等
調査・研究

Ⅲ　事業費用、事業収益及び事業損益

Ⅰ　行政コスト

 その他行政コスト合計

Ⅱ　独立行政法人の業務運営に関して

　　国民の負担に帰せられるコスト

（単位：円）

計 法人共通 合　計
附帯業務：

障害児通所支援業務
受託業務
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１０．開示すべきセグメント情報

税引前当期純損益 244,690,835 2,055,556 3,350,158 225,344 △ 20,796,996 △ 14,390,902 3,306,825 △ 18,812,415 0 199,628,405 16,645,164 216,273,569

法人税等 0 0

当期純損益 244,690,835 2,055,556 3,350,158 225,344 △ 20,796,996 △ 14,390,902 3,306,825 △ 18,812,415 0 199,628,405 16,645,164 216,273,569

目的積立金取崩額 0 0

当期総損益 244,690,835 2,055,556 3,350,158 225,344 △ 20,796,996 △ 14,390,902 3,306,825 △ 18,812,415 0 199,628,405 16,645,164 216,273,569

Ⅳ　総資産

流動資産 355,690,448 7,903,435 2,539,422 768,308 6,459,556 31,266,208 22,491,567 16,692,105 0 443,811,049 310,654,935 754,465,984

土地、建物等 2,677,787,337 5,066,160 3,052,036 52,098,617 278,564,436 207,315,668 85,264,470 3,309,148,724 9,459,135,805 12,768,284,529

工具器具備品、車両等 65,751,385 136,732 0 0 1,799,232 3,944,816 4,777,922 218,133 76,628,220 369,618 76,997,838

その他 650,288,602 35,333,100 37,452,900 7,198,200 28,460,740 63,056,720 86,745,200 14,227,930 0 922,763,392 116,714,840 1,039,478,232

計 3,749,517,772 48,439,427 43,044,358 7,966,508 88,818,145 376,832,180 321,330,357 116,402,638 0 4,752,351,385 9,886,875,198 14,639,226,583

注２　セグメントの業務内容

　　「施設運営業務」：重度の知的障害者に対して、自立のために必要な支援をする業務

　　「知的障害者自立支援等調査・研究」：知的障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するための効果的な支援の方法に関する調査、研究業務

　　「知的障害者支援関係職員等養成研修」：知的障害者の支援の業務に従事する者の養成及び研修業務

　　「知的障害者支援関係施設援助・助言」：障害者支援施設の求めに応じて行う援助及び助言業務

　　「附帯業務：障害福祉サービス業務」：地域の障害者に対する就労移行支援、就労継続支援業務

　　「附帯業務：地域生活支援業務」：地域の障害者に対する相談支援、日中一時支援業務

　　「附帯業務：診療業務」：重度の知的障害のある施設利用者及び地域の障害者等に対する医療の提供業務

　　「附帯業務：障害児通所支援業務」：発達障害児・者及び地域で生活する重度の障害児・者への支援業務

　　「受託業務」：地方公共団体からの受託業務

注３　事業費用のうち、「法人共通」に含めた配賦不能な金額は214,696,793円であり、その主な内容は役職員給与及び管理部門経費である。

注４　総資産のうち、「法人共通」に含めた配賦不能な金額は9,886,875,198円であり、その主な内容は管理部門に係る資産及び各セグメントへの配賦を行なっていない現金及び預金である。

（単位：円）

区　　　分 施設運営
知的障害者自立支援等
調査・研究

知的障害者支援関係職
員等養成研修

知的障害者支援関係施
設援助・助言

附帯業務：
障害福祉サービス業務

附帯業務：
地域生活支援業務

附帯業務：診療業務
附帯業務：

障害児通所支援業務

注１　事業の種類の区分については、中期目標として掲げられた業務内容等に基づき、「施設運営業務」、「知的障害者自立支援等調査・研究」、「知的障害者支援関係職員等養成研修」、「知的障害者支援関係施設援助・助言」、「附帯業務：障害福祉サービス業務」、「附帯業務：地
域生活支援業務」、「附帯業務：診療業務」、「附帯業務：障害児通所支援業務」、「受託業務」としています。

受託業務 計 法人共通 合　計
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決　算　報　告　書

  国立重度知的障害者総合施設のぞみの園
  独立行政法人

令和6事業年度



令和6事業年度決算報告書

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

　運営費交付金 699,930,000 699,930,000 0 79,123,000 79,123,000 0

　国庫補助金収入 0 0 0 31,100,000 3,956,697 ▲27,143,303 間接経費のみ収益化

　都道府県等補助金収入 1,771,000 1,771,000 0 0 0 0

　事業収入 1,253,191,000 1,255,310,672 2,119,672 544,000 767,452 223,452

　　うち、介護給付費・訓練等給付費収入 1,249,140,000 1,251,342,713 2,202,713 0 0 0

　　うち、地域生活支援事業費収入 706,000 642,446 ▲63,554 0 0 0

　　うち、計画相談支援給付費収入 0 0 0 0 0 0

　　うち、診療収入 0 0 0 0 0 0

　　うち、障害児通所給付費等収入 0 0 0 0 0 0

　　うち、実習生等受入負担金収入 0 0 0 0 0 0

　　うち、作業生産物等売払収入 0 69,754 69,754 0 0 0

　　うち、その他収入 3,345,000 3,255,759 ▲89,241 544,000 767,452 223,452 出版物収入の増

　寄附金収入 5,352,000 5,351,641 ▲359 0 0 0

　受託収入 0 0 0 0 0 0

　施設整備費補助金 112,796,000 0 ▲112,796,000 事業完了予定期日変更 0 0 0

計 2,073,040,000 1,962,363,313 ▲110,676,687 110,767,000 83,847,149 ▲26,919,851

支出

　役員及び管理部門職員に係る人件費 0 0 0 0 0 0

　　うち、基本給等 0 0 0 0 0 0

　　うち、退職手当 0 0 0 0 0 0

　一般管理費 0 0 0 0 0 0

　業務経費 1,795,917,000 1,717,246,658 ▲78,670,342 110,767,000 81,620,293 ▲29,146,707

　　うち、人件費（基本給等・退職手当） 1,038,541,000 1,011,174,431 ▲27,366,569 53,769,000 53,407,138 ▲361,862

　　うち、物件費 757,376,000 706,072,227 ▲51,303,773 56,998,000 28,213,155 ▲28,784,845 研究費の減

　受託経費 0 0 0 0 0 0

　施設整備費 112,796,000 89,951,000 ▲22,845,000 事業完了予定期日変更 0 0 0

計 1,908,713,000 1,807,197,658 ▲101,515,342 110,767,000 81,620,293 ▲29,146,707

区分
施設運営業務 知的障害者自立支援等調査・研究業務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   － 1 －



令和6事業年度決算報告書

収入

　運営費交付金

　国庫補助金収入

　都道府県等補助金収入

　事業収入

　　うち、介護給付費・訓練等給付費収入

　　うち、地域生活支援事業費収入

　　うち、計画相談支援給付費収入

　　うち、診療収入

　　うち、障害児通所給付費等収入

　　うち、実習生等受入負担金収入

　　うち、作業生産物等売払収入

　　うち、その他収入

　寄附金収入

　受託収入

　施設整備費補助金

計

支出

　役員及び管理部門職員に係る人件費

　　うち、基本給等

　　うち、退職手当

　一般管理費

　業務経費

　　うち、人件費（基本給等・退職手当）

　　うち、物件費

　受託経費

　施設整備費

計

区分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   － 1 －

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

52,184,000 52,184,000 0 10,191,000 10,191,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

9,271,000 9,333,950 62,950 3,112,000 3,666,519 554,519

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,262,000 3,269,850 7,850 0 0 0

0 0 0 0 0 0

6,009,000 6,064,100 55,100 3,112,000 3,666,519 554,519 講師派遣収入の増

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

61,455,000 61,517,950 62,950 13,303,000 13,857,519 554,519

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

61,455,000 58,167,792 ▲3,287,208 13,303,000 13,632,175 329,175

27,496,000 28,834,294 1,338,294 7,750,000 7,767,271 17,271

33,959,000 29,333,498 ▲4,625,502 研修経費の減 5,553,000 5,864,904 311,904

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

61,455,000 58,167,792 ▲3,287,208 13,303,000 13,632,175 329,175

－ 2 －

知的障害者支援関係職員等養成研修業務 知的障害者支援関係施設援助・助言業務



令和6事業年度決算報告書

収入

　運営費交付金

　国庫補助金収入

　都道府県等補助金収入

　事業収入

　　うち、介護給付費・訓練等給付費収入

　　うち、地域生活支援事業費収入

　　うち、計画相談支援給付費収入

　　うち、診療収入

　　うち、障害児通所給付費等収入

　　うち、実習生等受入負担金収入

　　うち、作業生産物等売払収入

　　うち、その他収入

　寄附金収入

　受託収入

　施設整備費補助金

計

支出

　役員及び管理部門職員に係る人件費

　　うち、基本給等

　　うち、退職手当

　一般管理費

　業務経費

　　うち、人件費（基本給等・退職手当）

　　うち、物件費

　受託経費

　施設整備費

計

区分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   － 1 －

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

60,000 60,000 0 603,000 603,000 0

55,705,000 57,685,611 1,980,611 185,873,000 186,248,011 375,011

29,541,000 28,472,079 ▲ 1,068,921 180,970,000 181,156,291 186,291

0 0 0 0 76,670 76,670

0 0 0 4,903,000 5,015,050 112,050

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

26,164,000 29,213,532 3,049,532 委託販売収入の増 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

55,765,000 57,745,611 1,980,611 186,476,000 186,851,011 375,011

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

75,051,000 77,089,838 2,038,838 202,150,000 196,504,271 ▲ 5,645,729

23,968,000 23,824,288 ▲ 143,712 77,809,000 76,947,914 ▲ 861,086

51,083,000 53,265,550 2,182,550 124,341,000 119,556,357 ▲ 4,784,643

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

75,051,000 77,089,838 2,038,838 202,150,000 196,504,271 ▲ 5,645,729

－ 3 －

附帯業務：地域生活支援業務附帯業務：障害福祉サービス業務



令和6事業年度決算報告書

収入

　運営費交付金

　国庫補助金収入

　都道府県等補助金収入

　事業収入

　　うち、介護給付費・訓練等給付費収入

　　うち、地域生活支援事業費収入

　　うち、計画相談支援給付費収入

　　うち、診療収入

　　うち、障害児通所給付費等収入

　　うち、実習生等受入負担金収入

　　うち、作業生産物等売払収入

　　うち、その他収入

　寄附金収入

　受託収入

　施設整備費補助金

計

支出

　役員及び管理部門職員に係る人件費

　　うち、基本給等

　　うち、退職手当

　一般管理費

　業務経費

　　うち、人件費（基本給等・退職手当）

　　うち、物件費

　受託経費

　施設整備費

計

区分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   － 1 －

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

168,215,000 168,215,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

234,000 234,000 0 162,000 162,000 0

81,147,000 81,454,163 307,163 100,126,000 98,260,189 ▲ 1,865,811

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

81,147,000 81,454,163 307,163 0 0 0

0 0 0 100,126,000 98,260,189 ▲ 1,865,811

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

249,596,000 249,903,163 307,163 100,288,000 98,422,189 ▲1,865,811

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

249,596,000 246,075,382 ▲ 3,520,618 120,427,000 115,745,189 ▲ 4,681,811

157,105,000 158,257,422 1,152,422 37,108,000 37,196,451 88,451

92,491,000 87,817,960 ▲ 4,673,040 83,319,000 78,548,738 ▲ 4,770,262

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

249,596,000 246,075,382 ▲ 3,520,618 120,427,000 115,745,189 ▲ 4,681,811

－ 4 －

附帯業務：診療業務 附帯業務：障害児通所支援業務
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収入

　運営費交付金

　国庫補助金収入

　都道府県等補助金収入

　事業収入

　　うち、介護給付費・訓練等給付費収入

　　うち、地域生活支援事業費収入

　　うち、計画相談支援給付費収入

　　うち、診療収入

　　うち、障害児通所給付費等収入

　　うち、実習生等受入負担金収入

　　うち、作業生産物等売払収入

　　うち、その他収入

　寄附金収入

　受託収入

　施設整備費補助金

計

支出

　役員及び管理部門職員に係る人件費

　　うち、基本給等

　　うち、退職手当

　一般管理費

　業務経費

　　うち、人件費（基本給等・退職手当）

　　うち、物件費

　受託経費

　施設整備費

計

区分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   － 1 －

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

168,215,000 168,215,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,059,000 1,059,000 0 0 0 0

422,851,000 423,647,974 796,974 0 0 0

210,511,000 209,628,370 ▲ 882,630 0 0 0

0 76,670 76,670 0 0 0

4,903,000 5,015,050 112,050 0 0 0

81,147,000 81,454,163 307,163 0 0 0

100,126,000 98,260,189 ▲ 1,865,811 0 0 0

0 0 0 0 0 0

26,164,000 29,213,532 3,049,532 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 12,596,910 12,596,910
ERIA事業完了に伴う収益
化による増

0 0 0 0 0 0

592,125,000 592,921,974 796,974 0 12,596,910 12,596,910

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

647,224,000 635,414,680 ▲ 11,809,320 0 0 0

295,990,000 296,226,075 236,075 0 0 0

351,234,000 339,188,605 ▲ 12,045,395 0 0 0

0 0 0 0 12,596,910 12,596,910
未成受託研究支出金の費
用化による増

0 0 0 0 0 0

647,224,000 635,414,680 ▲ 11,809,320 0 12,596,910 12,596,910

－ 5 －

附帯業務合計 受託業務
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収入

　運営費交付金

　国庫補助金収入

　都道府県等補助金収入

　事業収入

　　うち、介護給付費・訓練等給付費収入

　　うち、地域生活支援事業費収入

　　うち、計画相談支援給付費収入

　　うち、診療収入

　　うち、障害児通所給付費等収入

　　うち、実習生等受入負担金収入

　　うち、作業生産物等売払収入

　　うち、その他収入

　寄附金収入

　受託収入

　施設整備費補助金

計

支出

　役員及び管理部門職員に係る人件費

　　うち、基本給等

　　うち、退職手当

　一般管理費

　業務経費

　　うち、人件費（基本給等・退職手当）

　　うち、物件費

　受託経費

　施設整備費

計

区分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   － 1 －

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

1,009,643,000 1,009,643,000 0 221,130,000 221,130,000 0

31,100,000 3,956,697 ▲27,143,303 0 0 0

2,830,000 2,830,000 0 0 0 0

1,688,969,000 1,692,726,567 3,757,567 11,635,000 11,228,345 ▲406,655

1,459,651,000 1,460,971,083 1,320,083 0 0 0

706,000 719,116 13,116 0 0 0

4,903,000 5,015,050 112,050 0 0 0

81,147,000 81,454,163 307,163 0 0 0

100,126,000 98,260,189 ▲1,865,811 0 0 0

3,262,000 3,269,850 7,850 0 0 0

26,164,000 29,283,286 3,119,286 0 0 0

13,010,000 13,753,830 743,830 11,635,000 11,228,345 ▲406,655

5,352,000 5,351,641 ▲359 0 0 0

0 12,596,910 12,596,910 0 0 0

112,796,000 0 ▲112,796,000 0 0 0

2,850,690,000 2,727,104,815 ▲123,585,185 232,765,000 232,358,345 ▲406,655

0 0 0 165,083,000 163,113,477 ▲1,969,523

0 0 0 165,083,000 163,113,477 ▲1,969,523

0 0 0 0 0 0

0 0 0 67,682,000 50,719,323 ▲16,962,677
IT関連機器更新未執行に
よる減

2,628,666,000 2,506,081,598 ▲122,584,402 0 0 0

1,423,546,000 1,397,409,209 ▲26,136,791 0 0 0

1,205,120,000 1,108,672,389 ▲96,447,611 0 0 0

0 12,596,910 12,596,910 0 0 0

112,796,000 89,951,000 ▲22,845,000 0 0 0

2,741,462,000 2,608,629,508 ▲132,832,492 232,765,000 213,832,800 ▲18,932,200

－ 6 －

法人共通計
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収入

　運営費交付金

　国庫補助金収入

　都道府県等補助金収入

　事業収入

　　うち、介護給付費・訓練等給付費収入

　　うち、地域生活支援事業費収入

　　うち、計画相談支援給付費収入

　　うち、診療収入

　　うち、障害児通所給付費等収入

　　うち、実習生等受入負担金収入

　　うち、作業生産物等売払収入

　　うち、その他収入

　寄附金収入

　受託収入

　施設整備費補助金

計

支出

　役員及び管理部門職員に係る人件費

　　うち、基本給等

　　うち、退職手当

　一般管理費

　業務経費

　　うち、人件費（基本給等・退職手当）

　　うち、物件費

　受託経費

　施設整備費

計

区分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   － 1 －

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考

1,230,773,000 1,230,773,000 0

31,100,000 3,956,697 ▲27,143,303 間接経費のみ収益化

2,830,000 2,830,000 0

1,700,604,000 1,703,954,912 3,350,912

1,459,651,000 1,460,971,083 1,320,083

706,000 719,116 13,116

4,903,000 5,015,050 112,050

81,147,000 81,454,163 307,163

100,126,000 98,260,189 ▲1,865,811

3,262,000 3,269,850 7,850

26,164,000 29,283,286 3,119,286 委託販売収入の増

24,645,000 24,982,175 337,175

5,352,000 5,351,641 ▲359

0 12,596,910 12,596,910 ERIA事業完了に伴う収益化による増

112,796,000 0 ▲112,796,000 事業完了予定期日変更

3,083,455,000 2,959,463,160 ▲123,991,840

165,083,000 163,113,477 ▲1,969,523

165,083,000 163,113,477 ▲1,969,523

0 0 0

67,682,000 50,719,323 ▲16,962,677 IT関連機器更新未執行による減

2,628,666,000 2,506,081,598 ▲122,584,402

1,423,546,000 1,397,409,209 ▲26,136,791

1,205,120,000 1,108,672,389 ▲96,447,611

0 12,596,910 12,596,910 未成受託研究支出金の費用化による増

112,796,000 89,951,000 ▲22,845,000 事業完了予定期日変更

2,974,227,000 2,822,462,308 ▲151,764,692

－ 7 －

合計
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１ 法人の長によるメッセージ 

 

 

第５期中期目標期間の２年目にあたる令和６年度には、障害福祉サービス等報酬改定が行われました。

その中で、強度行動障害を有する児者に対して中核的人材と広域的支援人材がそれぞれ関わる集中的支

援の報酬について、加算が設けられるなどの拡充がなされました。 

 

行動関連項目の合計点が１８点以上の障害者を受入れる事業所に対し、チーム支援の実施をマネジメ

ントするなど中心的な役割を果たす中核的人材を配置し、適切な支援を行う場合に、これが評価されるこ

とになりました。また、状態が悪化した強度行動障害を有する児者に対し、広域的支援人材が地域で暮ら

しを支援する事業所等を集中的に訪問等（オンライン等による指導助言も含む）し、適切なアセスメント

や有効な支援方法の整理を行い、環境調整を進めることについても評価されます。これにより、のぞみの

園が行ってきた行動障害の有期限利用者への支援事業によい影響がありました。様々な要因により逼迫

していた財務状況が、報酬改定による事業収入の増額によりやや落ち着きました。 

 

今回の報酬改定は、のぞみの園の運営にも影響がありました。厚生労働省「強度行動障害を有する者の

地域支援体制に関する検討会」（令和４年）で求められた中核的人材の育成研修と集中的支援に関わる広

域的支援人材の調整機能に取組んできましたが、報酬改定にこれらがより明確に位置づけられることに

なりました。 

 

さらに中核的人材養成研修は、令和６年の補正予算により事業化されました。研修内容は、行動障害の

状態にある人をチームで支援するにあたり適切なマネジメントを行う中核的人材の養成研修等を計画的

に実施し、障害者の地域移行へ向けた切れ目のない支援を実施することを目的にするものです。「強度行

動障害者支援について専門性の高い人材を育成し、地域の支援体制の充実を図ることで、全国各地域で強

度行動障害を有する者が安心して生活できる環境を整備するとともに、各都道府県における人材養成の

体制整備に資する」といったことが期待されています。一方、広域的支援人材については、令和７年度よ

り厚生労働科学研究「強度行動障害者支援のための、広域的支援人材のネットワーク構築と広域的人材を

活用した地域支援体制整備推進のための研究」に取り組みます。 

 

加えて、中核的人材の育成研修の開催が全都道府県で実施できるようになるまでの間、のぞみの園は国

立機関として援助・助言等を通して「著しい行動障害を有する者」への支援の質の向上に寄与し、地域支

援体制の好事例に基づいた体制整備の促進を都道府県・政令指定都市を中心に各地で進めていくため、行

動障害の状態にある人の支援者全国ネットワーク（仮称）を構築していく見通しです。 

 

独立行政法人化以前から入所されている利用者については、高齢化によりさらに密度の濃い支援が求

められる年となりました。入所者の平均年齢は７１.１歳を超え、在籍者数も１２０人まで減少していま
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す。事業規模の縮小を見据えながら、法人全体の体制の均衡を図り、これを維持することについて、より

具体的な方策を検討し、実行していく必要に迫られています。 

 

令和６年度は、支援の質を高めながら経営の効率化に取り組み、安定した施設運営を図ることを念頭

に、診療所改革を具体化しました。加齢により手厚い支援と身近な場面で医療を必要とする利用者が漸次

増加しており、利用者主体でより適切な医療が提供できるような体制が求められていました。改革は、加

齢により支援度が高まる一方で、利用者の継続的な日常生活の中で医療のもつ専門性が発揮されること

をねらいとしました。具体的には病棟を廃止して生活寮に位置づけ、これをあかしあ寮と一体的に運営す

ることとしました。看護師８名を支援員として変則勤務で配置しました。同様な視点で生活支援部へ看護

師３名を平常勤務で配置し、特別支援課（強行寮）には看護師２名を支援員として変則勤務で配置しまし

た。外来診療部門には看護師３名を配置しています。夜間の管理当直を再開し、夜間休日の急病等は常勤

医師等によるオンコール体制を整えています。 

 

中期目標の「自立支援」では、地域移行を推進しつつ、高齢の入所利用者に対する専門性の高い支援を

実践するとともに、著しい行動障害を有する者等を有期限で受入れ、地域や他施設での安定した生活をめ

ざして支援を行っています。地域移行については、のぞみの園のグループホームへ２名が移行し、地域で

の生活をはじめました。利用者の方々は宿泊体験を経て移行への準備を進めますが、延べ３００日の目標

であった地域生活体験は、３０９日の実績を数えました。 

 

行動障害を有する者等の受入れについては、２５名の計画でした。令和６年１月１日に石川県能登半島

で発生した地震で被災した障害者支援施設の利用者１０名を、厚生労働省の要請により有期限の施設入

所利用者として令和６年３月１２日に受入れました。さらに、令和６年８月５日には同施設から精神病院

に長期入院していた方が退院後の受入れ先がないため、災害避難者としてのぞみの園で受入れることと

しました。これにより今まで待機者の方を順に受入れてきたかたちが崩れ、定員に余裕がなくなったため

令和６年度の受入れ実績は１０人にとどまりました。 

 

第５期中の新たな取り組みである医療的ケアが必要になった者へのモデル的支援については、診療所

改革にあわせて医療と福祉の連携を図りながら進めました。２年目となる令和６年度は４名の申し込み

があり、１名は利用に至りましたが、２名については家族の事情等から受入辞退となり、残りの１名は申

込み時期との兼ね合いから令和７年度よりの利用を受け付ける見込となりました。 

 

高齢入所利用者に対する専門性の高い支援では、令和４年度から継続している４つのワーキングチー

ム、①ＡＣＰ推進委員会、②仕組み部会、③グリーフケア部会、④地域支援課に加え、令和６年度より緩

和ケアの支援を構築するため「緩和ケア部会」を立ち上げました。また、ACP推進委員会には意思決定支

援を取り込んで「意思決定支援・ＡＣＰ推進委員会」としました。各委員会では法人内マニュアルの改訂、

利用者の意思をより丁寧に汲み取るためのヒアリングシートの検討・改訂を行いました。また、活動が制
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限される高齢期の利用者の日中活動を充実させるプログラムも作成し、医療と福祉の連携も意識しなが

ら実践に資するように取り組んでいます。 

 

援助・助言では、障害者支援施設を始めとする福祉関係機関や自治体からの相談、問合せは、目標の４

５０件を上回る５２１件となりました。そのうち講師派遣については、目標の１４０件を上回る１７９件

でした。内容としては、「行動障害を有する者の支援に関すること」「発達障害児者の支援に関すること」

「高齢の知的障害者の支援に関すること」が多くを占めました。 

 

感染症対策としては、感染症対策委員会および園内ＩＣＴ（感染症対策委員会小委員会）を設置し、年

４回開催しました。新型コロナウイルス感染防止対策としては、令和５年５月８日に感染症法上の位置づ

けが５類となり、令和６年度からワクチン接種が任意となったため、法人内の対応について見直しまし

た。入園時のマスク着用、手指消毒など基本的感染対策は継続して行っています。感染症対策委員会小委

員会では、ゾーニングが迅速におこなえるようにマニュアルや研修のあり方を見直しています。高齢者や

基礎疾患のある方が多くおられることを考え、引き続き感染症対策を継続していきます。 

 

以上が令和６年度における主な取組です。引き続き「支援の質の向上や地域での実践」および「支援の

向上につながる調査研究・情報発信」、ならびに「業務運営の効率化による収支改善」に注力し、今後も

障害行政に資する事業を推進していくことが求められていますので、貢献してまいりたいと考えており

ます。 

 

 

 

令和７年６月 

独立行政法人 

国立重度知的障害者総合施設 

のぞみの園 

理事長  田中 正博 
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２ 法人の目的、業務内容 

（１）法人の目的（独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（以下、「のぞみの園法」と

いう。）第 3 条） 

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園（以下、「のぞみの園」という。）は、重度の知

的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援の提供、知的障害者の支援に関する調査及び

研究等を行うことにより、知的障害者の福祉の向上を図ることを目的としています。 

 

（２）業務内容 

  のぞみの園は、のぞみの園法第 3条の目的を達成するため以下の業務を行います。 

ア 重度の知的障害者に対する自立のための総合施設の設置・運営 

   イ 知的障害者の自立と社会参加に関する調査、研究及び情報提供 

   ウ 知的障害者の支援業務に従事する者の養成及び研修 

   エ 障害者支援施設の求めに応じた援助及び助言 

   オ ア～エに掲げる業務に附帯する業務 

   （診療所、グループホーム、地域相談支援センター、児童発達支援センターの設置・運営など） 

 

３ 政策体系における法人の位置づけ及び役割（ミッション） 

我が国の障害児・者を取り巻く現状をみると、障害者の地域移行や一般就労への移行が進む中、障害者

が望む地域生活の実現、障害者の高齢化に対応した支援の在り方、障害児に対する専門的で多様な支援の

確立など、国として取り組むべき喫緊の課題が山積しています。さらに、今後、全国の障害者支援施設に

おいては、高齢化・障害の重度化が進み、行動障害等が激しくなったり、医療的ケアが日常的に必要とな

ったりすることにより、生活を継続することが困難となる者の増加が見込まれるものの、こうした課題に

対応するノウハウが乏しく、その対策が喫緊の課題となっています。 

また、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。以

下「障害者総合支援法」という。）においては、障害者等の地域生活や就労の支援の強化等により、障害

者等が希望する生活を実現するため、障害者等の地域生活の支援体制の強化、多様な就労ニーズに対する

支援等の推進、精神障害者の希望やニーズに応じた支援体制の整備、難病患者等に対する適切な医療の充

実及び療養生活支援の強化など、より一層のきめ細かな支援が求められています。 

こうした状況の中、のぞみの園では、重度の知的・発達障害者に対する自立のための先導的かつ総合的

な支援の提供を行う他、知的・発達障害者の支援に関する調査・研究及びその成果を踏まえた養成・研修

を実施することにより、全国の知的・発達障害関係施設等に情報発信し、障害者支援の質の底上げを行っ

ています。 
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４ 中期目標 

（１）概要 

第 5 期中期目標期間（令和 5年 4月～令和 10年 3月）においては国が独立行政法人に実施させるべ

き業務に特化し、独立行政法人に求められている業務運営の効率性、自立性及び質の向上を図りつつ、

より一層、自立のための先導的かつ総合的な支援の提供、知的障害者の支援に関する調査・研究及びそ

の成果を踏まえた養成・研修を効果的かつ効率的に実施することが求められています。 

なお、中長期的な業務運営の在り方については、平成 30年に取りまとめられた「国立のぞみの園の

在り方検討会報告書」を踏まえ、関係機関と協議の上、具体化を図ることとしており、第 5期中期目標

期間においては、本報告書との整合性を図りながら業務を運営することが求められています。 

詳細につきましては、第 5期中期目標をご覧ください。 

 

（２）一定の事業等のまとまりごとの目標 

のぞみの園は、中期目標における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開

示しています。具体的なセグメント区分名は、以下のとおりです。 

 

一定の事業等のまとまり セグメント区分名 目標の概要 

１ 自立支援のための取組 施設運営業務 

国の政策課題に資する施設利

用者の自立支援等のための取

組 

２ 調査・研究 
知的障害者自立支援等調査・研究

業務 

国の政策課題に資する調査研

究 

３ 養成・研修 
知的障害者支援関係職員等養成・

研修業務 

専門職員の養成・研修機能の強

化 

４ 援助・助言 
知的障害者支援関係施設援助・助

言業務 

全国の障害者施設等への情報

提供と支援 
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５ その他の業務 

附帯業務：障害福祉サービス業務 

〃  ：地域生活支援業務 

〃   ：診療業務 

〃   ：障害児通所支援業務 

〃   ：受託業務 

地域への貢献 

 

５ 法人の長の理念や運営上の方針・戦略等 

【運営理念】 

  のぞみの園は、重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援の提供、知的障害者

の支援に関する調査及び研究等を行うことにより、全国の障害者支援の質の底上げを図り、障害のある

人もない人も相互に人格と個性を尊重し合いながら共に生きる社会の実現に寄与してまいります。 

【運営方針】 

〇 のぞみの園は、利用者の基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会

生活を営むことができるよう、利用者に対し、日中活動、夜間等における入浴、排せつ又は食事の介

護等を提供します。 

〇 のぞみの園は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場にたって施設障害福祉サービス

を提供するよう努めます。 

〇 のぞみの園は、できる限り居宅に近い環境の中で、地域や家族との結びつきを重視した運営を行

い、市町村、指定障害者支援施設や障害福祉サービス事業を行う者、その他の保健医療サービス又

は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めます。 

〇 のぞみの園は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障

害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準」（平成18年9月29日厚生労働省令第172号）に

定める内容のほか関係法令を遵守し、事業を実施します。 

【職員行動指針】 

<のぞみの園の使命を果たすための行動> 

〇 基本的人権の尊重 

   利用者の基本的人権を尊重し、その自己実現を図る。 

〇 個別ニーズへの対応 

   利用者一人ひとりのニーズに対応して適切に援助する。 

〇 プライバシーの尊重 

   あらゆる場面で、利用者のプライバシーを尊重する。 

〇 客観的に妥当性のある援助 

   職員相互の信頼と協力のもとで、客観的に妥当性のある援助をする。 

〇 社会への参加と交流 

   利用者が社会への参加と交流ができるように援助する。 

〇 地域生活に向けた援助 

利用者が施設から地域に移行し、その人らしい自立した生活を送ることができるよう援助する。 

〇 専門職員としての資質の向上 

   職員は、常に人間性を高めるとともに専門的な知識と技術の研鑽に努める。 

<業務に取り組む姿勢> 

〇 職員は、利用者の主体性を尊重し、一人ひとりの権利擁護に努め、自己実現に向けた支援サービス

を提供する支援者としての立場を常に自覚して、職員行動基準を遵守し支援に当たるものとする。 
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〇 職員は、自ら豊かな人間性をもった支援者であることを基本に、常に倫理の確立と専門知識及び技

術の涵養に向け、相互が啓発し研鑚を深めるものとする。 

〇 利用者との信頼関係を大切にするとともに、観察や評価に基づく客観性のある支援を行い、絶えず

自己点検や相互点検に努めるものとする。 

〇 「独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園個人情報管理規程（平成 17年 4月 1日規

程第 42号）」に基づき、保有個人情報の適切な管理に努める。 

 

６ 中期計画及び年度計画 

 のぞみの園は、第 5期中期目標（令和 5年 4月～令和 10年 3月）を達成するための中期計画と当該計

画に基づく年度計画を作成しています。中期計画と当事業年度に係る年度計画との関係は以下のとおり

です。詳細につきましては、第 5期中期計画及び年度計画をご覧ください。 

 

第 5期中期計画 令和 6年度計画 

第 1 国民に対して提供するサービスその他の業

務の質の向上に関する目標を達成するためとる

べき措置 

第 1 国民に対して提供するサービスその他の業

務の質の向上に関する目標を達成するためとる

べき措置 

１ 自立支援のための取組 

① 重度知的障害者のモデル的な支援を行うこ

とにより、移行前の施設入所利用者の地域へ

の移行を引き続き推進していく。（地域移行

者数を毎年度 2人以上、日中体験の実施日数

を毎年度延べ 300日以上、保護者懇談会等で

の説明回数を各寮毎年度１回以上） 

② 高齢の施設入所利用者に対する専門性の高

い支援を実践する。（医療との連携を重視し

ながら、機能低下に対する予防的なケアに取

り組むとともに、生活環境の配慮に努め

る。） 

③ 主に知的障害・発達障害を起因とする著し

い行動障害や社会的不適応・問題行動等があ

り、地域生活を営むことが困難な者（以下

「著しい行動障害を有する者等」という。）

のほか、日常的に医療的ケアも必要になった

ために障害者支援施設等から退所せざるを得

ない知的障害者等（以下「医療的ケアが必要

になった者」という。）を引き続き有期限で

受入れ、モデル的支援として拡充を図る。

（著しい行動障害を有する者等の受入れを毎

年度 25人、著しい行動障害を有する者等の

３年以内に地域移行した割合を 90％以上、

医療的ケアが必要となった者の受入れを 20

１ 自立支援のための取組 

① 重度知的障害者のモデル的な支援を行うこ

とにより、移行前の施設入所利用者の地域へ

の移行を引き続き推進していく。（地域移行者

数を 2人以上、日中体験の実施日数を延べ 300

日以上、保護者懇談会等での説明回数を各寮

１回以上） 

② 高齢の施設入所利用者に対する専門性の高

い支援を実践する。（医療との連携を重視しな

がら、機能低下に対する予防的なケアに取り

組むとともに、生活環境の配慮に努める。） 

 

③ 主に知的障害・発達障害を起因とする著し

い行動障害や社会的不適応・問題行動等があ

り、地域生活を営むことが困難な者（以下「著

しい行動障害を有する者等」という。）のほか、

日常的に医療的ケアも必要になったために障

害者支援施設等から退所せざるを得ない知的

障害者等（以下「医療的ケアが必要になった

者」という。）を引き続き有期限で受入れ、モ

デル的支援として拡充を図る。（著しい行動障

害を有する者等の受入れを 25人、著しい行動

障害を有する者等の３年以内に地域移行した

割合を 90％以上、医療的ケアが必要となった

者の受入れを 2 人、医療的ケアが必要になっ
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人まで拡充、医療的ケアが必要になった者の

３年以内に地域移行した割合を 80％以上） 

た者の３年以内に地域移行した割合を 80％以

上） 

 

２ 調査・研究 

① 調査・研究のテーマの設定（知的・発達障

害に関する国の政策課題等について、障害福

祉施策推進のための基礎的なデータの収集・

分析、のぞみの園のフィールドを活用した支

援の実践成果の情報収集と分析及び知的・発

達障害者支援施設従事者等の資質向上のため

のガイドラインの作成や効果的な実務研修プ

ログラムの開発等、のぞみの園でなければ実

施できないものに特化して、具体的なテーマ

等を設定して調査・研究を行う。外部関係者

等と協働した研究を毎年度 60％以上） 

② 調査・研究の内容の充実（調査・研究を適

切な分析手法等で行うため、国内外の研究機

関、研究者及び事業所と広く連携・協力を行

う。海外の研究機関、団体等と協働した国際

的な動向に関する調査・研究を毎年度１テー

マ、民間の研究助成等への応募を毎年度１件

以上） 

③ 調査・研究の成果の積極的な普及・活用（の

ぞみ園のホームページにニュースレターや研

究紀要などを公開するほか、積極的に各種学

会での発表や講演、研修などの機会に蓄積し

た研究成果をわかりやすく情報発信する こ

とにより、全国の自治体関係者や研究者、支

援者等における普及・活用を図る。学会、自

治体や団体講演会等への発表、執筆・投稿を

毎年度 42回以上、調査・研究成果等の被活用

状況の把握を年４回実施、調査研究成果デー

タの被ダウンロード数を毎年度 5,300 件以

上、論文の被引用件数を毎年度８件以上、ホ

ームページアクセスの目標値を毎年度

31,000件以上） 

 

２ 調査・研究 

① 調査・研究のテーマの設定（知的・発達障

害に関する国の政策課題等について、障害福

祉施策推進のための基礎的なデータの収集・

分析、のぞみの園のフィールドを活用した支

援の実践成果の情報収集と分析及び知的・発

達障害者支援施設従事者等の資質向上のため

のガイドラインの作成や効果的な実務研修プ

ログラムの開発等、のぞみの園でなければ実

施できないものに特化して、具体的なテーマ

等を設定して調査・研究を行う。外部関係者

等と協働した研究を 60％以上） 

② 調査・研究の内容の充実（調査・研究を適

切な分析手法等で行うため、国内外の研究機

関、研究者及び事業所と広く連携・協力を行

う。海外の研究機関、団体等と協働した国際

的な動向に関する調査・研究を１テーマ、民

間の研究助成等への応募を１件以上） 

 

③ 調査・研究の成果の積極的な普及・活用（の

ぞみ園のホームページにニュースレターや研

究紀要などを公開するほか、積極的に各種学

会での発表や講演、研修などの機会に蓄積し

た研究成果をわかりやすく情報発信すること

により、全国の自治体関係者や研究者、支援

者等における普及・活用を図る。学会、自治体

や団体講演会等への発表、執筆・投稿を 42回

以上、調査・研究成果等の被活用状況の把握

を４回実施、調査研究成果データの被ダウン

ロード数を 5,300 件以上、論文の被引用件数

を８件以上、ホームページアクセスの目標値

を 31,000件以上） 

 

３ 養成・研修 

① 障害者福祉や保健医療に従事する者の資質

向上を図るため、研修会及びセミナーを開催

するとともに、知的・発達障害者支援業務に

３ 養成・研修 

① 障害者福祉や保健医療に従事する者の資質

向上を図るため、研修会及びセミナーを開催

するとともに、知的・発達障害者支援業務に
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従事する専門家を育成するための取組を行

う。（研修会・セミナーの開催数を毎年度 11

回、参加者の満足度を毎年度 80％以上、実務

研修者及び実習生の受入れを毎年度 150 人以

上） 

 

従事する専門家を育成するための取組を行

う。（研修会・セミナーの開催数を 11 回、参

加者の満足度を 80％以上、実務研修者及び実

習生の受入れを 150人以上） 

 

４ 援助・助言 

① 重度知的障害者の地域移行、知的・発達障

害者の支援方法及び障害者総合支援法に基づ

くサービスの支援技術について、のぞみの園

における専門的・先駆的な取組や調査・研究

の成果等に基づき、全国の知的・発達障害関

係施設等の求めに応じて援助・助言を行う。

（全国の知的・発達障害者支援施設等に対し

行う援助・助言の件数を毎年度 450 件以上、

講師等の派遣件数を毎年度 140件以上） 

 

４ 援助・助言 

① 重度知的障害者の地域移行、知的・発達障

害者の支援方法及び障害者総合支援法に基づ

くサービスの支援技術について、のぞみの園

における専門的・先駆的な取組や調査・研究

の成果等に基づき、全国の知的・発達障害関

係施設等の求めに応じて援助・助言を行う。

（全国の知的・発達障害者支援施設等に対し

行う援助・助言の件数を 450 件以上、講師等

の派遣件数を 140件以上） 

 

５ その他の業務 

① 診療所の運営を行う。なお、運営に当たっ

ては、重度・高齢化が進む施設入所利用者に

対し、予防医療やリハビリ等、一人ひとりの

状態に合った適正な医療を提供する。また、

行動障害を有する者等への心理・精神面から

の医療的アプローチによる二次障害等の軽減

を図るなど、診療所の機能を有効に活用する。 

また、診療所の機能を活用して、地域の知

的障害者や発達障害児・者 に医療の提供を行

うとともに、家族支援を行うこと。 

なお、更なる診療所の効率的な運営を進め、

経営改善に努める。（地域の知的障害者等への

健康診断を毎年度 150 人以上、地域の発達障

害児・者等への診療件数を毎年度 5,400 人以

上） 

② 発達障害児・者の支援を行う。なお、支援

に当たっては、本人の障害特性にあった効果

的な支援を提供する。また、行動障害に対す

るリスクが軽減されるよう、就学前から継続

的かつ予防的に対応し、安定した生活が送れ

るよう支援することに留意する。（通所支援事

業の利用率を毎年度 80％以上） 

③ 地域の障害者に対する短期入所、就労支援、

５ その他の業務 

① 診療所の運営を行う。なお、運営に当たっ

ては、重度・高齢化が進む施設入所利用者に

対し、予防医療やリハビリ等、一人ひとりの

状態に合った適正な医療を提供する。また、

行動障害を有する者等への心理・精神面から

の医療的アプローチによる二次障害等の軽減

を図るなど、診療所の機能を有効に活用する。 

また、診療所の機能を活用して、地域の知

的障害者や発達障害児・者に医療の提供を行

うとともに、家族支援を行うこと。 

なお、更なる診療所の効率的な運営を進め、

経営改善に努める。（地域の知的障害者等への

健康診断を 150 人以上、地域の発達障害児・

者等への診療件数を 5,400人以上） 

 

② 発達障害児・者の支援を行う。なお、支援

に当たっては、本人の障害特性にあった効果

的な支援を提供する。また、行動障害に対す

るリスクが軽減されるよう、就学前から継続

的かつ予防的に対応し、安定した生活が送れ

るよう支援することに留意する。（通所支援事

業の利用率を 80％以上） 

③ 地域の障害者に対する短期入所、就労支援、
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日中一時支援など地域生活の支援を行う。（短

期入所の延べ受入日数を毎年度 1,500 日以

上） 

 

日中一時支援など地域生活の支援を行う。（短

期入所の延べ受入日数を 1,500日以上） 

 

第 2 業務運営の効率化に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

第 2 業務運営の効率化に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

１ 効率的な業務運営体制の確立 

① 効率的な業務運営体制の確立及び人事管理

に関する体制の見直し（常勤職員数を第 4 期

中期目標終了時（令和 5年 3月 31日）と比較

して、11％縮減） 

② 業務運営の効率化に伴う経費節減 

一般管理費（公租公課を除く。）について、

中期目標期間の最終年度（令和 9 年度）の額

を、第 4 期最終年度（令和 4 年度）と比べて

15％以上節減。 

業務経費について、中期目標期間の最終年

度（令和 9年度）の額を、第 4期最終年度（令

和 4年度）と比べて 5％以上節減。 

③ 運営費交付金以外の収入の確保（診療所等、

既存事業の効率的な運営により、事業収入の

増加を図る。また、利用者負担を求めること

ができるサービスについて、社会一般情勢を

踏まえ適切な額の負担を求める。） 

 

１ 効率的な業務運営体制の確立 

① 効率的な業務運営体制の確立及び人事管理

に関する体制の見直し（常勤職員数を第 4 期

中期目標終了時（令和 5年 3月 31日）と比較

して、4.0％縮減） 

② 業務運営の効率化に伴う経費節減 

一般管理費（公租公課を除く。）について、

中期目標期間の最終年度（令和 9 年度）の額

を、第 4 期最終年度（令和 4 年度）と比べて

15％以上節減。 

業務経費について、中期目標期間の最終年

度（令和 9年度）の額を、第 4期最終年度（令

和 4年度）と比べて 5％以上節減。 

③ 運営費交付金以外の収入の確保（診療所等、

既存事業の効率的な運営により、事業収入の

増加を図る。また、利用者負担を求めること

ができるサービスについて、社会一般情勢を

踏まえ適切な額の負担を求める。） 

２ 効率的かつ効果的な施設・設備の利用 

① 既存の施設・設備を有効活用しつつ、効率

的かつ効果的な業務運営を図る。（資産利用検

討委員会の開催数を毎年度 3回以上） 

② 地域の社会資源・公共財としての活用（広

場、グラウンド等を地域に開放するとともに

ボランティア活動を行っている企業や団体、

大学・専門学校や生涯教育に関わる方等に広

報活動を行い、のぞみの園のフィールドを活

用してボランティアを実践する機会を提供

し、積極的に共生社会の趣旨・理念の普及啓

発に努める。） 

 

２ 効率的かつ効果的な施設・設備の利用 

① 既存の施設・設備を有効活用しつつ、効率

的かつ効果的な業務運営を図る。（資産利用

検討委員会の開催数を 3回以上） 

② 地域の社会資源・公共財としての活用（広

場、グラウンド等を地域に開放するとともに

ボランティア活動を行っている企業や団体、

大学・専門学校や生涯教育に関わる方等に広

報活動を行い、のぞみの園のフィールドを活

用してボランティアを実践する機会を提供

し、積極的に共生社会の趣旨・理念の普及啓

発に努める。） 
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３ 合理化の推進 

① 契約は、原則として一般競争入札等による

ものとし、引き続き随意契約の適正化を推進

する。（競争性のある契約の比率を 90％以上、

契約監視委員会の開催数を毎年度１回以上） 

３ 合理化の推進 

① 契約は、原則として一般競争入札等による

ものとし、引き続き随意契約の適正化を推進

する。（競争性のある契約の比率を 90％以上、

契約監視委員会の開催数を１回以上） 

第 3 財務内容の改善に関する事項 第 3 財務内容の改善に関する事項 

１ 自己収入の増加 

 自己収入の増加に努めることにより、中期目標

期間中において、総事業費（定年退職者に係る退

職手当を除く。）に占める自己収入の比率を、55％

以上にする。 

 

１ 自己収入の増加 

 自己収入の増加に努めることにより、中期目標

期間中において、総事業費（定年退職者に係る退

職手当を除く。）に占める自己収入の比率を、55％

以上にする。 

 

２ 経費の節減を見込んだ予算による業務運営 

 「第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置」で定めた事項に配慮した

中期計画の予算を作成し、当該予算内で健全な運

営を行う。 

 

２ 経費の節減を見込んだ予算による業務運営 

 「第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置」で定めた事項に配慮した

中期計画の予算を作成し、当該予算内で健全な運

営を行う。 

第 4 その他業務運営に関する重要事項 第 4 その他業務運営に関する重要事項 

１ 施設整備や改修等については、適切な支援サ

ービスの確保に留意しつつ、施設利用の状況、

社会経済情勢を踏まえ、その必要性や経費の水

準等について十分に精査する。 

 

１ 施設整備や改修等については、適切な支援サ

ービスの確保に留意しつつ、施設利用の状況、

社会経済情勢を踏まえ、その必要性や経費の水

準等について十分に精査する。 

２ 内部統制強化への取組 

① 内部統制の体制（役職員の職務執行のあり

方をはじめとする内部統制について、内部統

制委員会などの各種会議や研修会等における

指示の伝達等を通じて役職員で認識を共有す

るなど、更なる充実･強化を図る。内部統制委

員会の開催数を毎年度 3回以上） 

② 業務の進行管理（継続的な業務モニタリン

グを通じて内部統制の仕組みが有効に機能し

ているか点検・検証を行い、その結果を踏ま

えて当該仕組みが有効に機能するよう見直し

を行うことにより、適切な業務遂行に努める。

モニタリング評価会議の開催数を毎年度 4 回

以上） 

③ リスク回避・軽減への取組（のぞみの園の

施設運営業務においてリスク要因への徹底し

２ 内部統制強化への取組 

① 内部統制の体制（役職員の職務執行のあり

方をはじめとする内部統制について、内部統

制委員会などの各種会議や研修会等における

指示の伝達等を通じて役職員で認識を共有す

るなど、更なる充実･強化を図る。内部統制委

員会の開催数を 3回以上） 

② 業務の進行管理（継続的な業務モニタリン

グを通じて内部統制の仕組みが有効に機能し

ているか点検・検証を行い、その結果を踏ま

えて当該仕組みが有効に機能するよう見直し

を行うことにより、適切な業務執行に努める。

モニタリング評価会議の開催数を 4回以上） 

 

③ リスク回避・軽減への取組（のぞみの園の

施設運営業務においてリスク要因への徹底し
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た対応を図るため、施設利用者等に係る感染

症予防対策や事故防止対策、防災対策、防犯

対策等について組織的な取組を進める。事故

防止対策委員会及び虐待防止対策委員会の開

催数を毎年度 12回以上、感染症対策委員会の

開催数を毎年度 2回以上） 

④ 業務内容の情報開示等（のぞみの園の運営

状況や財務状況、業務の遂行状況等について、

国民にとって分かりやすいよう情報開示を行

う。） 

⑤ 効率的な業務運営に向けた取組を有効に機

能させるための監査実施（随意契約の適正化

等の効率的な業務運営に向けた取組を有効に

機能させるため、内部監査を行うとともに監

事及び会計監査人からの厳格な監査を受け

る。） 

⑥ 新型コロナウイルス感染症等への対策とし

て、感染症対策委員会を適時開催し、国や自

治体の示す感染拡大防止のための方針に沿っ

た対応を行う。 

 

た対応を図るため、施設利用者等に係る感染

症予防対策や事故防止対策、防災対策、防犯

対策等について組織的な取組を進める。事故

防止対策委員会及び虐待防止対策委員会の開

催数を 12回以上、感染症対策委員会の開催数

を 2回以上） 

④ 業務内容の情報開示等（のぞみの園の運営

状況や財務状況、業務の遂行状況等について、

国民にとって分かりやすいよう情報開示を行

う。） 

⑤ 効率的な業務運営に向けた取組を有効に機

能させるための監査実施（随意契約の適正化

等の効率的な業務運営に向けた取組を有効に

機能させるため、内部監査を行うとともに監

事及び会計監査人からの厳格な監査を受け

る。） 

⑥ 新型コロナウイルス感染症等への対策とし

て、感染症対策委員会を適時開催し、国や自

治体の示す感染拡大防止のための方針に沿っ

た対応を行う。 

３ 情報セキュリティ対策の強化 

① デジタル庁が策定した「情報システムの整

備及び管理の基本的な方針」に則り、情報シ

ステムの適切な整備及び管理を行うととも

に、ＰＪＭＯを支援するため、ＰＭＯの設置

等の体制整備を行う。また、情報セキュリテ

ィ対策の強化については、政府関係機関等の

サイバーセキュリティ対策のための統一基準

群を踏まえ、情報セキュリティポリシー等関

係規程類を適時適切に見直し、整備する。（情

報セキュリティ対策の職員研修会の開催数を

毎年度１回以上、内部監査の実施回数を毎年

度１回以上） 

 

３ 情報セキュリティ対策の強化 

① デジタル庁が策定した「情報システムの整

備及び管理の基本的な方針」にのっとり、情

報システムの適切な整備及び管理を行うとと

もに、ＰＪＭＯを支援するため、ＰＭＯの設

置等の体制整備を行う。また、情報セキュリ

ティ対策の強化については、政府機関等のサ

イバーセキュリティ対策のための統一基準群

を踏まえ、情報セキュリティポリシー等関係

規程類を適時適切に見直し、整備する。（情報

セキュリティ対策の職員研修会の開催数を１

回以上、内部監査の実施回数を１回以上） 

 

４ 提供するサービスに対する第三者から意見等

を聴取する場の確保 

① 適切なサービスの提供と業務運営の向上を

図るため、第三者から意見等を聴取する機会

を確保するとともに、第三者評価機関による

福祉サービスの評価を実施する。また、その

４ 提供するサービスに対する第三者から意見等

を聴取する場の確保 

① 適切なサービスの提供と業務運営の向上を

図るため、第三者から意見等を聴取する機会

を確保するとともに、第三者評価機関による

福祉サービスの評価を実施する。また、その
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評価結果等を公表し、事業運営への反映に努

める。（運営懇談会の開催回数を毎年度 2回以

上、第三者評価機関による評価を 3 年に 1 度

実施） 

 ② 委員会に招聘する外部委員数（苦情解決・

要望等受付実績報告会（毎年度 2 人）、    

虐待防止対策委員会（毎年度 3人）） 

 

評価結果等を公表し、事業運営への反映に努

める。（運営懇談会の開催回数を 2回以上、第

三者評価機関による評価を 3年に 1度実施） 

 

② 委員会に招聘する外部委員数（苦情解決・

要望等受付実績報告会（2人）、虐待防止対策

委員会（3人）） 

第 5 その他主務省令で定める業務運営に関する事

項 

第 5 その他主務省令で定める業務運営に関する事

項 

１ 人事に関する計画 

 ① のぞみの園の将来の方向性やビジョンを再

検討した上で適正な人員の配置や資質の高い

人材をより広く求めるとともに、研修や人事

交流等を通じた人材育成を図る。 

 ② 人員に係る指標（期末（9年度末）の常勤職

員数を期首（5年度当初）の 91％とする。） 

 

（参考 1）職員の数  

・期首の常勤職員数       172名     

・期末の常勤職員数の見込み  157名 

（参考 2）中期目標期間中の人件費総額 

・中期目標期間中の人件費総額見込み 6，385

百万円 

 

１ 人事に関する計画 

① のぞみの園の将来の方向性やビジョンを再

検討した上で適正な人員の配置や資質の高い

人材をより広く求めるとともに、研修や人事

交流等を通じた人材育成を図る。 

 ② 人員に係る指標（常勤職員数について、年

度当初及び年度末の見込みを次のとおりとす

る。） 

（参考 1）職員の数  

・年度当初の常勤職員数      172名     

・年度末の常勤職員数の見込み  170名 

（参考 2）人件費総額 

・令和 6年度の人件費総額見込み 1，293百万円 

 

２ 施設・設備に関する計画 

 

（注）金額については見込みである。 

 

施設・整備の内容 
予算額 

(単位:百万円) 
財 源 

国立重度知的障害

者総合施設のぞみ

の園に関する施

設・設備 

385 施設整備費補助金 

２ 施設・設備に関する計画 

 

（注）金額については見込みである。 

 

施設・整備の内容 予算額 

(単位:百万円) 財 源 

国立重度知的障害

者総合施設のぞみ

の園に関する施設・

設備 

113 施設整備費補助金 

 

７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

（１）ガバナンスの状況 

ガバナンスの体制は次のとおりです。なお、平成 26年の独立行政法人通則法の一部改正等を踏まえ、

平成 27年に内部統制基本方針を改正し、内部統制の目的が、のぞみの園の役職員の職務の執行が独立

行政法人通則法などの関係法令に適合するための体制その他のぞみの園の業務の適正を確保するため

の体制（内部統制システム）を整備し、のぞみの園のミッションを効率的かつ効果的に達成していくこ

とを明確化したところです。また、内部統制機能の有効性チェックのため会計監査人の監査のほか、内
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部統制委員会の設置や外部の有識者等から意見等を聴取する場として、運営懇談会を設け定期的なモ

ニタリング等を実施しております。 

内部統制システムの整備の詳細につきましては、業務方法書等をご覧ください。 

 

のぞみの園のガバナンス体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）役員等の状況 

① 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴 

（令和 7年 3月 31日現在） 

役職 氏名 任期 担当 経歴 

理事長 田中 正博 
自 令和 5 年 4 月 1 日 

至 令和 10年 3月 31 日 

 

(一社)全国手をつなぐ育成会連合会統括 

(社福)グロー理事 

(一社)福祉防災コミュニティ協会副会長 

(一社)全国手をつなぐ育成会連合会専務

理事 

理 事 富安 健司 
自 令和 5 年 4 月 1 日 

至 令和 7 年 3 月 31 日 

総括、人

事、 

総務企画局

担当 

厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総

合対策室長補佐 

国立武蔵野学院次長 

のぞみの園理事 

【現役出向】 

理 事 古川 慎治 
自 令和 5 年 4 月 1 日 

至 令和 7 年 3 月 31 日 

施設事業局

担当 

のぞみの園施設事業局地域支援部地域移

行課長 

のぞみの園総務企画局事業企画部長 

主務大臣 

監事 法人の長 会計監査人 

任命 任命 選任 

目標等の指示等 

独立行政法人評価制度委員会 

目標案の諮問・答申等 

理事等 

（理事会等） 

総務企画局 施設事業局 診療所 

内部統制委員会 

契約監視委員会 

運営懇談会 
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監 事 

（非常勤） 
五十嵐 康弘 

自 令和 5 年 7 月 1 日 

至 令和 9 年度財務諸表承認日 

 
(株)正田製作所総務部長 

ぐんぎんリース(株)審査部長 

監 事 

（非常勤） 
渡辺 二美子 

自 令和 5 年 7 月 1 日 

至 令和 9 年度財務諸表承認日 

 

群馬県高崎行政県税事務所県税課長(兼)

高崎行政県税事務所税務統括監 

群馬県高崎安中振興局長(兼)高崎行政県

税事務所長 

 

② 会計監査人の氏名または名称及び報酬 

会計監査人は有限責任監査法人トーマツであり、当該監査法人及び当該監査法人と同一のネット

ワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬の額は、８百万円（税

抜）です。また、非監査業務に基づく報酬はありません。 

 

（３）職員の状況 

常勤職員は令和 7 年 3 月 31 日現在において 158 人（前期末比 5 人減少、3.1％減）であり、平均年

齢は 47.7歳（前期末 47.3 歳）です。このうち、国等からの出向者は 2人、令和 7 年 3月 31日付退職

者は 5人です。 

 

（４）重要な施設等の整備等の状況 

  ① 当事業年度中に完成した主要な施設等 

   令和５年度 寮舎等屋根防水工事及び非常通報装置等更新工事（取得価額 146百万円） 

              

 ② 当事業年度において継続中の主要な施設等の新設・拡充 

    令和６年度 寮舎等屋根防水工事及び火災報知器受信機本体更新工事 

     

  ③ 当事業年度中に処分した主要な施設等 

    なし 

 

（５）純資産の状況 

  ① 資本金の額及び出資者ごとの出資額 

 （単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

 政府出資金 15,189 0 0 15,189 

 資本金合計 15,189 0 0 15,189 

  

② 目的積立金の申請状況、取崩内容等 

    当事業年度は、目的積立金の申請は行っていません。 

 

（６）財源の状況 

  ① 財源（収入）の内訳（運営費交付金、国庫補助金、事業収入、その他） 

   当事業年度ののぞみの園の収入決算額は、2,959百万円であり、国からの財源措置の他にも様々な

収入がありその内訳は以下のとおりです。 
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（単位：百万円） 

区  分 金  額 構成比率 

運営費交付金 1,231 41.6％      

国庫補助金収入 4 0.1％      

都道府県等補助金収入 3 0.1％ 

事業収入 1,704 57.6％      

寄附金収入 5 0.2％      

受託収入 13 0.4％      

施設整備費補助金 0 0.0％ 

合 計 2,959 100.0％      

（注）各金額等は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しないことがある。 

 

② 自己収入に関する説明 

   のぞみの園における自己収入として、事業収入などがあります。収入全体の 6 割を占める事業収

入の内訳は、事業別（セグメント）に区分すると、施設運営業務では、重度の知的障害者に対して自

立のために必要な支援を提供することにより、1,255 百万円の自己収入を得ています。この自己収入

は介護給付費・訓練等給付費収入等としての自己収入となっています。 

    

知的障害者支援関係職員等養成研修業務では、知的障害者の支援の業務に従事する者の養成及び

研修を行うことにより、9百万円の自己収入を得ています。この自己収入は実習生等受入負担金収入

やのぞみの園が主催するセミナー等の参加費等としての自己収入となっています。 

 

      知的障害者支援関係施設援助・助言業務では、全国の知的障害関係施設等からの求めに応じて援

助・助言を行い、自治体、知的障害者支援施設等が主催する研修会等へ講師を派遣することにより、 

 4百万円の自己収入を得ています。 

 

   附帯業務の障害福祉サービス業務では、地域の障害者に対する就労継続支援 B 型を提供すること

により、58 百万円の自己収入を得ています。この自己収入は介護給付費・訓練等給付費収入及び作

業生産物等売払収入としての自己収入となっています。 

 

   附帯業務の地域生活支援業務では、地域の障害者に対する共同生活援助、日中サービス支援型共同

生活援助、相談支援を提供することにより、186百万円の自己収入を得ています。この自己収入は介

護給付費・訓練等給付費収入及び計画相談支援給付費収入としての自己収入となっています。 

 

附帯業務の診療業務では、重度の知的障害のある施設利用者及び地域の障害者に対して医療を提

供することにより、81 百万円の自己収入を得ています。この自己収入は診療収入としての自己収入

となっています。 

 

   附帯業務の障害児通所支援業務では、発達障害児及び地域で生活する重度の障害児に対して支援

を提供することにより、98 百万円の自己収入を得ています。この自己収入は障害児通所給付費等収

入としての自己収入となっています。 
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（７）社会及び環境への配慮等の状況 

のぞみの園は、社会及び環境への配慮の方針として、平成 20年に「温室効果ガス排出抑制等のため

の実施計画」を策定し、温室効果ガス等排出に配慮した契約の推進に関する法律に基づき、毎年度、環

境物品等の調達を推進するほか、のぞみの園節電実行計画などを策定し省エネルギーの取組を実施し

ています。 

また、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成 24年法律第 50

号）に基づき、障害者就労施設等からの物品の調達の推進に取組んでいます。 

さらに、働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成 30 年法律第 71 号）の公

布を踏まえ、職員が働きやすい職場づくり、子育て支援や障害者雇用などにも取組んでいます。 

 

（８）法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉 

  のぞみの園は、障害のある人たちの自立を総合的に支援することを目的として、現下の障害福祉行

政の課題に即して、（１）総合施設におけるモデル的支援の実践、（２）支援の方法に関する調査研

究、（３）人材の養成研修、（４）障害者支援施設への援助助言を一体的に運営し、障害福祉の推進に

努めております。 
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８ 業務運営上の課題・リスク及びその対策  

（１）リスク管理の状況 

  平成 29年度より理事長を最高責任者とした内部統制の推進体制に改め、内部統制の推進に関する事

項について検討、審議等を行う内部統制委員会を設置するとともに、当事業年度においても計画に基づ

き内部統制委員会を開催し組織全体で課題への対応に取組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

内部統制委員会においては、法人の運営に重大な影響を与えるような事項や、利用者の生命、健康、

生活の質の確保に直接影響するなど重要事案を審議する委員会からの報告及び内部監査結果の報告を

行うほか、当該年度のトピック事項（ハラスメント防止対策等）のモニタリング、法人内のコミュニケ

ーションの実態等の把握のため全職員を対象とした「職員意識調査」を実施しております。 

その他、外部有識者で構成する運営懇談会を開催し、意見聴取の機会を設け、法人の業務運営に反映

させるなどの対応を行っております。 

リスクの評価と対応を含む内部統制システムの整備の事項につきましては、業務方法書等をご覧く 

ださい。 

 

 

 

 

 

９ 業務の適正な評価の前提情報 

（１）自立支援のための取組（施設運営業務） 

  のぞみの園は、重度の知的障害者に対する自立支援の取組として、①施設入所利用者の地域への移行

の推進、高齢の施設入所利用者に対する専門性の高い支援の実践、②著しい行動障害を有する者等及び

医療的ケアが必要になった者の支援、そして③能登半島地震における被災者の受入れなど、きめ細やか

な対応に努めています。事業スキーム及び現況は次のとおりです。 
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① 施設入所利用者の地域への移行の推進、高齢の施設入所利用者に対する専門性の高い支援の実践 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設入所利用者の平均年齢：71.1（60 歳以上が 88.9％）  ※数値は、R7.4.1 現在(有期限利用者除く) 

平均障害支援区分    ： 6.0（区分 5､6 で 100.0％） 

重度知的障害者の高齢化により、増大する支援とリスク 

 

 

 

 【施設入所利用者の地域への移行の推進】 【高齢の施設入所利用者に対する専門性の高い支援】 

１．地域移行のプロセス 

①本人の意向確認、保護者等からの同意 

・グループホームへの見学等の機会を通じて、本人の意

向の把握を行う。 

・保護者懇談会等の機会を活用して、グループホームで

の暮らし方などの状況等を説明 

②地域生活体験の実施 

・グループホームでの宿泊体験等を通じて、本人の意向

確認や移行に関しての配慮事項の把握、地域での生活

スキルを身につけ社会的スキルの向上を図る。 

③移行先自治体等との調整 

・移行前の施設入所利用者の出身市区町村、事業所等に

対して、本人の状態等の情報共有を行うなどの移行に

向けた調整を実施する。 

④地域移行者のフォローアップの実施 

・移行先事業所と連携して地域生活の定着を図るための

フォローアップを実施する。 

２．日中サービス支援型グループホームの設

置・運営 

施設入所利用者の地域移行先として既設の介護包括型

グループホームを活用するとともに、日中サービス支援

型グループホームを設置・運営し、高齢の施設入所利用

者加齢に対する地域生活モデルの構築に取り組む。 

３．情報発信の実施 

全国の障害者支援施設における施設入所利用者の地域

生活移行の取組の参考となるよう、のぞみの園における

地域移行に至る取組状況について、ホームページやニュ

ースレター等により地方自治体や全国の障害者支援施設

等への情報発信を行う。 

地域移行 

 令和 6 年度 2 名の利用者が地域移行 

支 援：身体機能低下による身体介護・通院支援・服薬業務・医療的ケア 

リスク：転倒・骨折・嚥下機能低下による喉詰め 

１．医療と福祉の連携による重度・高齢化が進

む施設入所利用者への支援の強化 

①生活寮への定期的な看護師訪問による健康管理 

②医療的配慮グループ生活寮への看護師配置又はたん吸

引等従事者の配置による医療的ケアが日常的に必要な

者への対応 

③理学療法士等による生活寮への訪問リハビリの提供 

④認知症罹患者に対する、効率的なアセスメントを活用

した支援の提供 

２．効果的な日中活動の提供 

①公認心理師による心理検査等で精神機能等の低下の状

態把握と、予防のための支援プログラムの作成 

②理学療法士による健康増進の指導や、生活寮への定期

的な訪問リハビリの提供 

③作業療法士による生活寮への定期的な訪問による作業

指導 

３．ニーズに対応した生活環境の整備 

重度・高齢化が進む施設入所利用者の状態に応じて、

心身機能に配慮した生活環境の改善を図る。また、ター

ミナルケアの観点から、個々のニーズを考慮した生活環

境の在り方を検討する。 

４．専門性の向上等 

①高齢知的障害者への効果的な支援を提供するため、職

員研修会の機会を設け、のぞみの園職員の高齢知的障

害者支援に関する専門性の向上を図る。 

②ターミナルケアの担当職員に対し、公認心理師による

心理的ケアを実施する。 

全国の障害者支援施設への情報発信 
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② 著しい行動障害を有する者等及び医療的ケアが必要になった者の支援 

 

著しい行動障害を有する者等及び医療的ケアが必要になった者を有期限（2～3 年）で受入れ、モデル的

支援を提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 著しい行動障害を有する者 矯正施設退所者 医療的ケアが必要になった者 

入所者 
9 名 

（男性６名・女性３名） 

1 名 

（男性 1 名、女性 0 名） 

1 名 

（男性 1 名、女性 0 名） 

退所者 
11 名 

（男性７名・女性 4 名） 

4 名 

（男性３名、女性１名） 

０名 

（男性０名、女性 0 名） 

 

職員の専門性の向上、情報提供及び普及 

〇 職員の専門性の向上 

・職員の専門性の向上のため、強度行動障害・自閉症に関する法人内研修を実施 

・強度行動障害支援者養成研修（基礎研修、実践研修）指導者研修及び外部団体研修への派遣等  

〇 情報提供及び普及 

・ニュースレターによる情報提供や事例集「あきらめない支援」などの有償頒布 

・障害者支援施設等の求めに応じての講師派遣 

・障害者支援施設等で従事している職員を受入れ現任研修を実施 など 

STEP１ 相談の受付 

 

STEP２ 受入れの検討と本人の意思の確認（訪問面接） 

STEP３ 受入れの判断、その後の支援 

STEP4 地域移行 

・移行先へ支援の引継ぎ（書類のほか、状況に応じて一定期間付き添い支援実施） 

・移行後のフォローアップ（電話や訪問による状況確認、支援会議出席等） 

・主に知的障害・発達障害を起因とする著しい行動障害や社会的不適応・問題行動等があり、地域生活を営

むことが困難な者 

・日常的に医療的ケアも必要になったために障害者支援施設等から退所せざるを得ない知的障害者等 

・関係者からの情報収集、支援体制等の確認（支援会議の開催） 

・面接、簡易アセスメントの実施（WEB 又は訪問面接などの実施） 

・医師、看護師、理学療法士、心理士等が助言（法人内調整会議の開催） 

・本人の行動特性に配慮した支援の提供、医師等との連携による支援の提供 

・相談支援事業所、行政、受入先事業所等の関係機関を含めた個別支援会議の開催 

・地域移行にあたっては、受入先事業所と連携・協力を図り、受入予定先の職員を対象に「強度行動者への

支援研修や事例検討を実施（WEB）」や担当寮での現任研修としての受入れなどを実施するとともに、移

行予定者についてのサポートブックを作成、情報・支援方法を事前共有 

令和 6 年度 有期限利用者入退所者数（R7.3.31 現在） 
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③ 能登半島地震における被災者の受入れ 

 

≪受入理由≫ 

   令和６年１月１日に発生した能登半島地震において、被災した施設の利用者１０名を厚生労働省の要請により有期

限の施設入所利用者として令和６年３月１２日に受入れた。また、被災時に精神科病院に入院していた重度の知的障

害者１名を令和６年８月５日に受入れた。受入れた利用者は、近隣施設では受入れが難しい重度知的障害の利用者

（行動障害）であったことから、のぞみの園で受入れることとなった。 

≪現在（令和７年３月３１日時点）の被災施設の状況等≫ 

施設 石川県障害者支援施設 

被災状況 

 

・被害が著しい場所は触れず、敷地内に仮設テントの設置や修繕が可能な部分のみ修繕し活用する

予定 

・これにより、他施設で避難生活している一部の利用者の受入れが可能 

・また、地盤調査の結果により、今後の方向性（改修又は建替えなど）を検討 

利用者状況 

利用者１１名については、各々の障害特性に応じてサービスを提供している。 

① 一般寮で生活している利用者（２名）は、スポーツ等のテレビ鑑賞や健康増進プログラム（お

手玉入れなど）を楽しんで行い、意欲的に日中活動に参加することで身体機能や健康診断結果の

改善が見られている。口腔ケアにも注力し、歯科衛生士による巡回指導や必要に応じて歯科受診

を行っている。 

② 特別支援寮で生活している利用者（８名）は、環境要因を調整した支援として、居室に提示し

てあるスケジュールボード（1 日の活動の予定）を活用し、日中活動（自立課題作業、歩行）、

余暇活動（散歩）、食事など視覚的な手がかり（手順書）を中心に日々の生活をスムーズに送っ

ている。1 名は内科系疾患により、昨年の 10 月から外部医療機関に入院している。 

③ グループホームで生活している利用者（１名）は、平日の日中はのぞみの園の生活介護に通所

し、自立課題や散歩等の活動を行っている。土日祝日は、利用者からの意思（要望）を踏まえ、

ドライブや買い物などを実施し、楽しみを持ちながら生活している。なお、事前に予定を伝える

ことで安心して過ごしており、大きな不安となることはみられなくなっている。 

≪受入時の取組≫ 

受入れをスムーズに行うため、のぞみの園と関係者でオンラインによる会議を重ね、令和６年３月１２日に被災

した施設の利用者１０名を受入れた。また、被災時に精神科病院に入院していた重度の知的障害者１名を令和６年

８月５日に受入れた。 

≪受入後の取組≫ 

   受入れ後も利用者やそのご家族も交えたオンライン会議を開催し、利用者との対面や会話の機会を設けるなど、利

用者やご家族に寄り添いながら支援を継続している。 

また、昨年９月に発生した奥能登豪雨では、保護者に電話で連絡するなど、利用者やそのご家族の安心安全に努め

ている。なお、利用者は落ち着いた生活を送っているが、地域移行に向けては、現在も施設の再建の見通しが立って

おらず調整できない状況が続いている。 

 

受入れにあたっては、令和６年２月１５日から１６日にかけて、のぞみの園の職員を現地へ派遣し、厚生労働省、

石川県及び施設の職員とともに、利用者の生活環境の確認や利用者との面会、施設の被災状況、受入れにあたっての

調整などを行った。被災施設は、建物の損壊、地盤沈下のほか断水も続いており、復旧の見通しが立っていない状況

であった。 
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（２）調査・研究 

国立のぞみの園の調査・研究は、外部有識者等のアドバイスを受けながら、①知的・発達障害に関す 

る国の政策課題等に沿った全国的なデータの収集・分析、②国立のぞみの園の利用者から収集した年齢 

や支援による変化、効果的な支援等の分析などを行い、その成果を全国に発信しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調査研究のテーマ設定 

 

■内 容（令和６年度の例） 

【強行】強度行動障害者への支援を行う中核的・指導的人材育成及び地域支援体制に関すること 

    弄便行為への支援に関すること 

 【高齢】高齢期の知的・発達障害者への支援プログラムの普及及び地域の体制整備に関すること 

     高齢障害者の看取り・終末期の支援に関すること 

【その他】身体拘束廃止・防止に関すること               など 

 

■方 法 

・国の補助金研究  厚生労働科学研究 

 ・その他の研究    東アジア・ASEAN 経済研究センター(ERIA)プロジェクト 

 

■その他 

・外部から依頼のあった調査研究への参加 

 

研究会議 

（年 2 回） 

外部有識者による計画、 

結果に対する指導助言 

 
内容の充実 

情報発信 

倫理審査委員会 

（年 1 回以上、迅速審査あり） 

外部有識者＋内部委員による 

研究方法の倫理審査 

調整会議 

（年 4 回） 

内部理事、局部長による 

法人内部との連携／協力 

ホームページ 
 

・研究紀要    年 1 回 

・ニュースレター 年 4 回 

有償刊行物、映像資料 

 

● 有償刊行物  

しあわせな高齢期 

 

● 映像資料  

障害者支援施設等での看取り ～導入編～ 

学会発表、講演等 

 

日本発達障害学会、日本社会福祉学会、認知症ケア学会、 

日本介護福祉学会 など 

利益相反委員会 

（倫理審査委員会前に開催） 

外部有識者＋内部委員による 

研究方法の利益相反審査 
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（３）養成・研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者福祉や保健医療に従事する者の資質向上を図るため、研修会及びセミナーを開催するとともに、

知的・発達障害者支援に従事する専門家を育成するための取組を実施しています。特に、著しい行動障害

については既存の指導者養成研修の他に、中核的な支援者の養成研修、指導的な人材の養成研修等を行

い、より専門性の高い人材の養成に取組んでいます。 

 なお、養成・研修の成果等については、全国の知的・発達障害者支援施設等で活用されるよう、支援の

実践につなげることができるような内容とし、成果等を発表する機会を設けています。 

② 研 修 関 係 

実習生等の受入【126 人】 

・相談援助（18 人) 

・保育実習（94 人) 

・その他 （14 人) 

 

※その他とは、心理士・医師・児童指

導員の実習である。 

① 養 成 関 係 

実務研修の受入【94 人】 

・高齢知的障害者支援（7 人） 

・行動障害者支援（58 人） 

・矯正施設等を退所した知的障害者支援（14 人） 

・発達障害児支援（15 人） 

 

※ 実務研修とは、全国の障害者支援施設等の職員を対象とした専門

性の向上を図るための研修である。 

厚 

生 

労 

働 

省 

支援技術習得・知識向上のための技術及び情報の提供 

【
主
催
】
の
ぞ
み
の
園 

評価・要望等 

【対象者】 

行政関係者 

福祉関係者 

教育関係者 

医療関係者 

保護者 等 

 

※国研修につい

ては、都道府県

での研修の指導

者育成のため受

講者は、都道府

県からの推薦者

である 

 

研修会・セミナー1３本開催【参加者数 1,639 人】 

 

●国研修 

・強度行動障害支援者養成研修（基礎研修（指導者研修））2 回 

・強度行動障害支援者養成研修（実践研修（指導者研修））2 回 

●強度行動障害支援における中核的人材養成研修 2 回 

●自閉症支援のためのワークショップ 

●広域的支援人材養成研修（情報アップデート DAY） 

●障害者の福祉的就労・日中活動サービス 

●触法支援関係 

・知的障害のある犯罪行為者への支援を学ぶ研修会 

●国立のぞみの園福祉セミナー 

 ・知的・発達障害者のしあわせな高齢期の過ごし方 

・知的・発達障害者の認知症支援 認知症にまつわる基礎知識 

 ・障害者支援関係施設等における看取りの現状と導入に向けた取組 
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（４）援助・助言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※援助・助言実績数は 521件（うち、179件は講師派遣）である。 

 

障害のある方を支援する事業所等での

困りごとや相談について、電話やメー

ルで最新の情報を伝えます。 

対応例１：自治体、知的障害者支援施設等が主催するセミナーや研修会に専門職員を講師として派遣します。 

対応例２：障害者支援施設や精神科病院などの医療機関で開催するケース会議等へ専門職員が出席し、助言を 

行います。 

国の施策や方針、国立のぞみの園が蓄積

したノウハウやネットワークを活用し、

適切かつ専門性の高い援助・助言 

■ のぞみの園で実施している主な支援方法等についての援助・助言 

 ・強度行動障害のある方への支援  ・高齢知的障害者への支援   

・矯正施設を退所した方への支援  ・発達障害児者への支援 

 重度の知的障害者の地域移行、知的障害者の支援方法及び障害者総合支援法に基づくサービスの支援技術

について、のぞみの園における専門的・先駆的な取組や調査・研究の成果等に基づき、全国の知的障害者関

係施設の求めに応じて援助・助言を行うとともに、全国の知的障害者支援施設における自立支援活動に寄与

することが可能となるよう、支援の実践につなげるような内容としています。 

援助・助言の利用促進への取組 

○ニュースレターへの掲載 

障害者支援施設等への援助・助言についての 

広報 (年 4 回発行 部数 4,000 部) 

○リーフレットの配布 

援助・助言の内容、利用方法を PR した内容              

のぞみの園に課せられている援助・助言の数値目標 

 〇全国の知的障害者支援施設等に対して行う件数 

                毎年度 450 件以上 

 〇全国の知的障害者支援施設等に派遣する講師 

                毎年度 140 件以上 

表 令和 6 年度（令和 7 年 3 月 31 日現在） 援助・助言実績 

国立のぞみの園 

援助・助言の数値目標と実績 

障害のある方を支援する事業所等 
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（５）その他の業務（附帯業務） 

  前記（１）から（４）に附帯する業務として、① 地域の障害者を対象にした障害福祉サービスや

地域生活支援の提供、② 施設利用者や地域の知的障害者、発達障害児・者等に対応した医療の提

供、③ 発達障害児支援として、就学前から継続的かつ予防的な支援の提供などに取組んでいます。

事業スキームは次のとおりです。 

 

① 地域の障害者を対象にした障害福祉サービスや地域生活支援の提供（附帯業務：障害福祉サー

ビス業務、地域生活支援業務） 

 

【附帯業務：障害福祉サービス業務・地域生活支援業務】 

・地域の障害者に対する相談、短期入所、就労支援など地域生活の支援を行う。 

・地域生活体験として、のぞみの園のグループホームでの宿泊体験等を通じて、本人の意向の確認、 

社会的スキルや移行に関しての配慮事項の把握などを行う。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害福祉サービスの取組 

事業の内容：就労及び生産活動その他の活動の機会の提供し知識や能力の向上を図る。 

契 約 者 数：１8 人（令和 7 年３月３１日現在） 

支 援 内 容：生産活動（キノコ栽培、施設外就労など） 

就労継続支援 B 型 

事業の内容：排せつ及び食事の介護、創作的活動又は生産活動の機会の提供。 

契 約 者 数：５０人（令和 7 年３月３１日現在） 

支 援 内 容：生活支援（排せつ、食事の介護等）、創作活動、余暇活動など 

生活介護 

共同生活援助 

事業の内容：共同生活を営むべき住居において行われる相談、入浴、排せつ又は食事の介護そ

の他の必要な日常生活上の援助を行う。 

契 約 者 数：２6 人（令和 7 年３月３１日現在） 

支 援 内 容：生活支援（入浴、排せつ、食事の介護等）、創作活動、余暇活動など 

 

 

事業の内容：共同生活を営むべき住居において行われる相談、入浴、排せつ又は食事の介護そ

の他の必要な日常生活上の援助を行う。 

契 約 者 数：９人（令和 7 年３月３１日現在） 

支 援 内 容：生活支援（入浴、排せつ、食事の介護等）、創作活動、余暇活動など 

 

 

共同生活援助（日中サービス支援型） 
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② 施設利用者や地域の知的障害者、発達障害児・者等に対応した医療の提供（附帯業務：診療業務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～入所利用者および地域の知的障害・発達障害のある方への医療提供～ 

〇 重度の知的障害のある入所利用者に対する診療・健康管理を目的とした施設の医療部門 

〇 開設以来、障害のある方を数多く診療してきた経験を生かし、地域に暮らす、知的障害・発達障害がある 

方への診療にも積極的に取り組む 

のぞみの園診療所 

＜診療所の事業内容＞(令和 6 年度実績) 

 

福祉と医療の連携 

〇強度行動障害を有する者、高齢知的障害者への支援にあたり、生活に即した福祉的な視点・ア
プローチと医療的な視点・アプローチの融合により、全人的な支援を目指す 
 

〇検査・治療に関わる不安や苦痛など、障害特性が関連した課題に配慮し、安心して安全に医療 
を受けられるような工夫を、福祉と連携して見出していく 
 

〇症状を自覚し訴えることに困難がある障害特性を踏まえ、健診等、予防的な医療に積極的 
に取り組む 

外来診療 
(内科・精神科・歯科・

皮膚科・整形外科） 

入所   6,578 件 

地域  5,997 件 

健診    236 件 

心理検査・ 

心理療法 
検査・面接等  

1,266 件 

家族心理教育 

24 回 

医療福祉相談 
 

相談 1,781 件 

CC   91 件 

身体機能 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

 
外来 4,490 件 

相談  200 件 

画像検査等 
 

X 線 TV 装置  3 件  
CT 装置     93 件 

内視鏡検査  44 件 
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③ 発達障害児支援として、就学前から継続的かつ予防的な支援の提供(附帯業務:障害児通所支援業務) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

～就学前から成人まで“切れ目のない支援”を実現する～ 

〇 強度行動障害、触法事例など成人期の支援の経験を踏まえ、事例化を予防するための小児期早期からの 

“切れ目のない支援”の実践の場として開設 

〇 知的障害の有無によらず、発達障害特性に由来する当事者および家族が抱える困難さ、ニーズを踏まえ 

た療育プログラム、家族支援を提供 

 

＜れいんぼ～の事業内容＞(令和 6 年度実績) 

 

児童発達支援 
 

契約者数    80 人 
延利用者数 5,101 人 
利用率    73.0％ 

放課後等 

デイサービス 
 

契約者数    33 人 

延利用者数 1,811 人 
利用率     73.0％ 

保育所等 

訪問支援 
 

契約者数 226 人 
訪問回数 727 回 

保護者ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

 
開催回数 54 回 
＊ﾍﾟｱﾚﾝﾄ･ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 
＊勉強会 

医師相談 
 

相談件数 21 件 
 

 

“切れ目のない”支援 

〇現在、あるいは近い将来の適応改善や、ボトムアップ的な発達支援にとどまらず、高齢知的障害 
者、強度行動障害、触法事例など、成人期の支援を通じて見えてくる課題を踏まえて療育プログ 
ラムを検討するなど、利用児童の療育方針が“切れ目のない”内容となることを目指す。 
 

〇診断・特性に関わる医学心理教育等を通じて医療と、さらには連携会議や保育所等訪問支援を通 
じて地域と連携していくことで、“切れ目のない”療育体制を構築していく。 
 

〇「楽しい！できた！チャレンジ！」をモットーに、利用児童が成功体験を積み重ねることで自己 
有用感を育んでいけるよう支援し、“切れ目のない”肯定的な自己認知支援と心理的居場所の確保 
を実現する。 
 

〇保護者プログラム、保護者面談、医師相談を通じて、家族への心理的ケアや心理教育を行い、地 
域の支援者、関係者との連携を通じて保護者や家族を孤立させないような“切れ目のない”支援体 
制を構築していく。 

児童発達支援センター「れいんぼ～」 
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１０ 業務の成果と使用した資源との対比 

（１）当事業年度の主な業務成果・業務実績 

① 施設入所利用者の地域移行の推進 

有期限入所利用者を除く移行前の施設入所利用者は、重度の知的障害かつ高齢・長期の者が多くを

占めており、地域移行に関しては、保護者の理解が不可欠である。また、加齢に伴い、身体や認知等

の機能低下・重症化が顕著である利用者が増加しており、医療的ケアが日常的に必要になるなどの特

別な支援が必要な利用者も多く、受入れ可能な移行先事業所も限定されるところである。 

   このような状況の中、令和６年度においては、入所利用者の地域移行の実績は 2人であった。 

 

② 高齢の施設入所利用者に対する支援 

   機能低下の著しい高齢知的障害者等への支援については、診療所や寮に配置された看護師等と連

携を図り喀痰吸引、経鼻経管や胃瘻等への栄養剤の注入を行っている他、作業療法士の訪問による、

口腔器官の動きと動きに関わる筋肉を働かすためのマッサージ等を行っている。 

医療と福祉の連携による施設入所利用者への支援の強化を図るため、医療的配慮グループ生活寮

への看護師配置や、定期的な各寮への看護師の訪問による利用者の健康管理等を実施した。   

 

③ 著しい行動障害を有する者等への支援 

   他者に対する暴力行為、器物破損行為、自傷行為、拒食、異食、奇声、弄便行為等の著しい行動障

害がある利用者に加え、行動障害があり且つ多様な医療との連携が必要な利用者（自傷による網膜剥

離の恐れや皮膚潰瘍等）も受入れている。これら地域での支援が困難な障害者は、重度知的障害に加

え自閉症を併せ持つ人が多いため、当法人では自閉症の障害特性を踏まえたうえで本人のアセスメ

ントを適切に行い、支援プログラムを作成して支援にあたっている。 

令和 6 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震において、令和 6 年度も引き続き被災した施設の利用

者 1 名を厚生労働省の要請により有期限の施設入所利用者として受入れた。受入れた利用者は、被

災時に精神科病院へ入院しており、近隣施設では受入れが難しい重度知的障害の利用者（行動障害）

であったことから、のぞみの園で受入れることとなった。受入れにあたっては、他の有期限入所利用

者と同様、職員が訪問面接を行い関係者でオンライン等による会議を重ね、受入れを行った。 

受入れ後も関係者で利用者の状況等についての会議を開催するほか、利用者の様子を保護者に電

話等で連絡するなど、利用者やそのご家族、関係者の安心安全に努めている。また、令和 6年 9月に

発生した奥能登豪雨においても保護者や関係者へ連絡し、被災状況等の確認を行った。 

   令和 6年度については、10人（うち、被災利用者１人）の受入れ（年度計画の目標：25人）と目

標を大きく下回った。これは、能登半島地震により受入れた利用者 11人について、施設の再建の見

通しが立っておらず地域移行の調整が進まなかったこと、また、支援体制（ハード面・ソフト面）の

範囲が超えてしまったことにより、退所した後の受入れのみになったことが主な要因である。なお、

有期限入所までには至らなかったが、入所前のアセスメントとして 10人の他に 4人を短期入所で受

入れた。 

 

（２）自己評価 ※各項目の評価は令和 7年 6月末時点のものであり、変更がありえる。 

  のぞみの園は、良質なサービスの提供、組織と業務の効率的運営、関係法令等の遵守及び人材の育成

を経営方針として掲げ、役職員一体となって着実に業務を推進してまいりました。令和 6 年度は年度

計画及び第 5期中期計画に沿って、国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上について、
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適切に取り組み総合的に見て本中期目標の達成に向け、適切な業務運営を行ってまいりました。各業務

（セグメント）毎の具体的な取り組み結果と行政コストとの関係の概要については以下のとおりです。  

  詳細につきましては、業務実績等報告書をご覧ください。 

 

（単位：百万円）  

項   目 評定(※) 行政コスト 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

1 自立支援のための取り組み （重要度・困難度：高） 

Ｃ 1,897 

① 施設入所利用者の地域移行の推進 

② 高齢の施設入所利用者に対する支援 

③ 著しい行動障害を有する者等への支援 

④ 関係機関への情報発信 

２ 調査・研究 【重要度：高】 Ａ 80 

３ 養成・研修 Ａ 71 

４ 援助・助言 【重要度：高】 Ａ 14 

５ その他の業務 Ｂ 657 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

１ 効率的な業務運営体制の確立 

Ｂ 

－ 

２ 効率的かつ効果的な施設・設備の利用 － 

３ 合理化の推進 － 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

１ 自己収入の増加 
Ｂ 

－ 

２ 経費の節減を見込んだ予算による業務運営 － 

Ⅳ その他業務運営に関する事項 

１ 施設整備や改修等の取組 

Ｂ 

－ 

２ 内部統制強化への取組 － 

３ 情報セキュリティ対策の強化 － 

４ 提供するサービスに対する第三者から意見等を聴取する場の確保 － 

法人共通 305 

合計 3,024 
 

※評語の説明 

Ｓ：所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られている。 

Ａ：所期の目標を上回る成果が得られている。 

Ｂ：所期の目標を達している。 

Ｃ：所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ：所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める。 

 

（３）当中期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 

区分 令和 5年度 6年度 7年度 8 年度 9年度 

評定（※） Ａ － － － － 

 

  (参考)前中期目標期間における主務大臣による総合評定の状況 

区分 平成 30年度 令和元年度 2年度 3 年度 4年度 

評定（※） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

理由 

令和 4年度については、項目別評定 8項目のうち、Ａが 2項目、 Ｂが 6項目 、 

そのうち重要度「高」であるものは 、Ａが 2項目、Ｂが 1項目であった。 全体

として評定を引き下げる事象もなかったため、「Ｂ」評定となった。 
 

※評語の説明 

Ｓ：法人の業績向上努力により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が

得られていると認められる。 

Ａ：法人の業績向上努力により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認めら
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れる。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達していると認められる。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める。 

 

１１ 予算と決算との対比 

（単位：百万円） 

区分 予算 決算 差額理由 

収入    

運営費交付金 1,231 1,231  

国庫補助金収入 31 4 （注１） 

都道府県等補助金収入 3 3  

事業収入 1,701 1,704  

寄附金収入 5 5  

受託収入 0 13 （注２） 

施設整備費補助金 113 0 （注３） 

合 計 3,083 2,959  

支出    

役員及び管理部門に係る人件費 165 163  

一般管理費 68 51 （注４） 

業務経費 2,629 2,506  

受託経費 0 13 （注５） 

施設整備費補助金 113 90 （注６） 

合 計 2,974 2,822  

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しないことがある。 

 

予算額と決算額の差額の説明 

（注１） 厚生労働科学研究費補助金において間接経費のみを収益化したため 

（注２） 東アジア・ASEAN経済研究センタープロジェクト 事業完了に伴い受託収入を収益化したため 

（注３） 入所者体調の悪化等による改修工事の事業完了予定期日の延長のため 

（注４） IT 関連機器の更新について仕様の見直し等により実施できなかったため 

（注５） 未達成受託研究支出金を受託経費として費用化したため 

（注６） 入所者体調の悪化等による改修工事の事業完了予定期日の延長のため 

詳細につきましては、決算報告書をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 31 - 

 

１２ 財務諸表 

 

（１）貸借対照表 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動資産 

  現金及び預金 

  その他 

固定資産 

  有形固定資産 

  無形固定資産 

  投資その他の資産 

  

755 

311 

444 

13,884 

12,835 

11 

1,039 

流動負債 

未払金 

その他 

固定負債 

資産見返負債 

  長期リース債務 

  引当金 

500 

181 

319 

2,166 

1,089 

38 

1,039 

負債合計 2,666 

純資産の部  

資本金 

政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

15,189 

15,189 

△3,485 

269 

純資産合計 11,973 

資産合計 14,639 負債純資産合計 14,639 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しないことがある。 

 

（２）行政コスト計算書 

（単位：百万円） 
 金額 

損益計算書上の費用 2,825 

  経常費用 2,825 

その他行政コスト 198 

行政コスト合計 3,024 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しないことがある。 

 

（３）損益計算書 

（単位：百万円） 

  金額 

経常費用(A) 2,825 

 業務費 

  人件費 

  減価償却費 

  その他 

 一般管理費 

  人件費 

  減価償却費 

  その他 

2,611 

1,238 

109 

1,264 

215 

151 

2 

62 

経常収益(B) 3,042 

 運営費交付金収益 

 事業収入 

 その他 

1,034 

1,693 

315 

当期純利益(B-A) 216 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しないことがある。 
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（４）純資産変動計算書 

（単位：百万円） 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 15,189 △3,434 53 11,808 

当期変動額 0 △52 216 165 

その他行政コスト  0 △198 0 △198 

 当期純利益 0 0 216 216 

 固定資産の取得 0 147 0 147 

 その他 0 0 0 0 

当期末残高 15,189 △3,485 269 11,973 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しないことがある。 
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（５）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

  金額 

業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 315 

  人件費支出 △2,001 

  運営費交付金収入 1,231 

  事業収入等 1,690 

  その他収入・支出 △605 

投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △94 

財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △19 

資金増加額(D=A+B+C) 202 

資金期首残高(E) 108 

資金期末残高(F=E+D) 311 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しないことがある。 

 

（参考）資金期末残高と現金及び預金等との関係 

（単位：百万円） 

 金額 

資金期末残高 311 

現金及び預金 311 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しないことがある。 

詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

 

１３ 財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報 

（１）貸借対照表 

  当事業年度末の資産残高は、14,639 百万円となっており、主として土地、建物および構築物などの

有形固定資産です。また、負債残高は 2,666百万円となっておりますが、主として資産見返負債及び退

職給付引当金となっています。 

純資産の残高は 11,973百万円であり、政府出資金、利益剰余金を有しております。 

 

（２）行政コスト計算書 

  当事業年度の行政コストは、経常費用に業務経費 2,611 百万円、一般管理費 215 百万円を計上して

おり、その他行政コストには、減価償却相当額 198 百万円を計上しています。 

 

（３）損益計算書 

  経常費用は 2,825 百万円、経常収益は 3,042 百万円であり、当期純利益は 216 百万円となっており

ます。経常費用の主なものは、人件費及び賃金の経費となっております。 

  なお、当期純利益の大きな要因は、令和 6年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う介護給付費・訓練

等給付費収入等の増による経常収益の増及び経費削減による経常費用の減です。 

 

（４）純資産変動計算書 

  当事業年度の純資産は、固定資産の減価償却等により 198 百万円減少しましたが、固定資産の取得

により 147百万円増加し、当期純利益 216百万円を計上した結果、11,973百万円となりました。 
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（５）キャッシュ・フロー計算書 

  当事業年度の資金増加額は、業務活動・投資活動・財務活動のそれぞれによるキャッシュ・フローに

よる合算額 202百万円であり、令和５事業年度からの残高 108百万円を合算し、資金期末残高は 311百

万円となりました。 

 

１４ 内部統制の運用に関する情報 

のぞみの園は、役員（監事を除く。）の職務の執行が通則法、のぞみの園法又は他の法令に適合する

ことを確保するための体制その他独立行政法人の業務の適正を確保するための体制の整備に関する事

項を業務方法書に定めておりますが、財務に係る主な項目とその実施状況は、以下のとおりです。 

  

〈内部統制の運用（業務方法書第 8条、第 20条、第 21条）〉 

  役員（監事を除く。）及び職員の職務の執行が関係法令に適合することを確保するための体制、その

他独立行政法人の業務の適正を確保するための体制・整備等を目的として内部統制推進規程を整備し

ております。業務実施の障害となる要因（リスク）へ適切に対応するため、内部統制委員会を開催し、

継続的にその見直しを図るものとしており、当事業年度においては、６月、１２月、３月に開催してい

ます。 

 

〈監事監査・内部監査（業務方法書第 24条、第 25条）〉 

監事は、のぞみの園の業務及び会計に関する監査を行います。監査結果報告書を理事長に提出し、監

査の結果、改善を要する事項があると認めるときは報告書に意見を付すことができます。 

  また、理事長は、のぞみの園の業務運営の合理化、諸規定の実施状況等に関する事項について、職員

に命じ内部監査を行わせ、その結果や改善措置状況を理事長に報告することとなっております。当事業

年度の財務に関する内部監査は、利用者の所持金の管理状況や各部署の出納員における現金管理状況

についての監査を行いましたが、適正に実施されたことを確認しています。 

 

〈入札及び契約に関する事項（業務方法書第 16条）〉 

入札及び契約に関し、監事及び外部有識者から構成される「契約監視委員会」の設置等を定めた内部

規程等を整備することとしており、契約監視委員会の規定の他、のぞみの園調達等合理化計画に基づき

調達等合理化検討会の設置等を行っています。 

当事業年度においては、契約監視委員会を 6月に、調達等合理化検討会を 12月に、公正入札調査委

員会を 3月に開催しています。 

 

〈予算の適正な配分（業務方法書第 27条）〉 

運営費交付金を原資とする予算の配分が適正に実施されることを確保するための体制の整備及び評

価結果をのぞみの園内部の予算配分等に活用する仕組みとして、運営費交付金取扱基準を制定してい

る他、役員等幹部に対し予算執行状況の報告を行うとともに、12 月の理事会において予算執行状況を

踏まえた予算修正を行っています。 
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〈情報セキュリティ（業務方法書第 23条）〉 

政府機関等の対策基準策定のためのガイドラインが令和 6 年 7 月に一部改定されたことや、現行の

「情報セキュリティ委員会」を名称変更して PMOの機能を持たせることとした「情報システム委員会」

の設置を盛り込んだ情報セキュリティポリシー等関係規程類について改正しました。また、新任職員へ

の教育研修を 4月、全職員を対象とした動画視聴による教育研修を 12月に実施しました。内部監査は

10 月から実施し、内部統制委員会へ結果を報告するとともに内部監査結果報告書を法人ホームページ

に掲載しました。個人情報を取扱う業務委託先 5社に、書面による調査をいたしました。 

情報セキュリティ委員会は、3月に 2回開催し、第 1回目は情報システム委員会（仮称）の設置につ

いて審議し、第 2回目は情報システム委員会（仮称）の設置についての最終報告をはじめ、情報セキュ

リティに関する取組状況、情報セキュリティポリシーの改正、情報セキュリティに関する課題、次年度

の情報セキュリティ対策推進計画、IT事業継続計画について審議・検討しました。 

 

１５ 法人の基本情報 

（１）沿革 

昭和 46年 1 月 11日 特殊法人心身障害者福祉協会の発足 

昭和 46年 4 月 1 日 国立コロニーのぞみの園の開所 

平成 15年 10月 1 日 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園の発足 

 

（２）設立に係る根拠法 

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成 14年法律第 167号） 

 

（３）主務大臣 

厚生労働大臣（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課施設管理室） 

 

（４）組織図 
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（５）事務所の所在地 

   本部：群馬県高崎市寺尾町 2120-2 

   支部：なし 

 

（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

   なし 

 

（７）主要な財務データの経年比較 

（単位：百万円） 

区分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

資産 14,867 14,657 14,574 14,555 14,639 

負債 2,489 2,600 2,781 2,746 2,666 

純資産 12,378 12,056 11,793 11,808 11,973 

行政コスト 2,997 2,940 3,110 3,015 3,024 

経常費用 2,797 2,751 2,921 2,824 2,825 

経常収益 2,921 2,576 2,764 2,877 3,042 

当期純利益 124 △175 △156 53 216 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しないことがある。 

 

（８）翌事業年度の予算、収支計画及び資金計画 

 

① 予算                                 （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収入  

運営費交付金 1,156 

国庫補助金収入 0 

事業収入 1,502 

受託収入 0 

施設整備費補助金 0 

計 2,658 

支出  

 役員及び管理部門職員に係る人件費 172 

 一般管理費 52 

業務経費 2,434 

  施設運営業務経費 1,494 

  知的障害者自立支援等調査・研究業務 100 

  知的障害者支援関係職員等養成・研修業務 59 

  知的障害者支援関係施設援助・助言業務 17 

  附帯業務 764 

   障害福祉サービス業務 50 

   地域生活支援業務 211 

   診療業務 392 

   障害児通所支援業務 111 

 受託経費 0 

 施設整備費 0 

計 2,658 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しないことがある。 
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② 収支計画                                （単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部  

 経常費用 2,658 

  役員及び管理部門職員に係る人件費 172 

  一般管理費 52 

業務経費 2,434 

   施設運営業務経費 1,494 

   知的障害者自立支援等調査・研究業務 100 

   知的障害者支援関係職員等養成・研修業務 59 

   知的障害者支援関係施設援助・助言業務 17 

   附帯業務 764 

    障害福祉サービス業務 50 

    地域生活支援業務 211 

    診療業務 392 

    障害児通所支援業務 111 

  受託経費 0 

  施設整備費 0 

  減価償却費 0 

  その他費用 0 

収入の部  

経常収益 2,658 

運営費交付金 1,156 

国庫補助金収入 0 

事業収入 1,502 

受託収入 0 

施設整備費補助金 0 

資産見返運営費交付金戻入 0 

資産見返補助金等戻入 0 

繰越欠損金 0 

その他収入 0 

純利益 0 

目的積立金取崩額 0 

総利益 0 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しないことがある。 
 

③ 資金計画                               （単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 2,658 

 業務活動による支出 2,658 

 投資活動による支出 0 

 財務活動による支出 0 

 次期中期目標期間への繰越金 0 

資金収入 2,658 

 業務活動による収入 2,658 

  運営費交付金による収入 1,156 

    補助金等による収入 0 

  事業収入 1,502 

  受託収入 0 

 投資活動による収入 0 

  施設整備費による収入 0 

 前期中期目標の期間よりの繰越金 0 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しないことがある。 

詳細につきましては、年度計画をご覧ください。 
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１６ 参考情報 

 

（１）要約した財務諸表の科目の説明 

 

  ① 貸借対照表 

 

現 金 及 び 預 金：現金、預金 

その他（流動資産）：棚卸資産、介護給付費・訓練等給付費収入等の未収入金など 

有 形 固 定 資 産：建物、構築物、車両運搬具、土地など 

無 形 固 定 資 産：ソフトウエア、電話加入権 

投資その他の資産：長期前払費用、退職給付引当金見返 

運営費交付金債務：運営費交付金受領時に発生する義務をあらわす勘定 

未 払 金：年間契約以外の契約で当期に支払われていない支払額 

その他（流動負債）：短期リース債務など 

資 産 見 返 負 債：中期計画等の想定の範囲内で、運営費交付金により、または国若しくは地

方公共団体からの補助金等により補助金等の交付の目的に従い、若しくは

寄附金により寄附者の意図に従い若しくは独立行政法人があらかじめ特定

した使途に従い償却資産を取得した場合に計上される負債勘定 

長 期 リ ー ス 債 務：リース資産における翌期以降の元本相当額 

引 当 金：退職金に充てるべき財源措置が運営費交付金より行われることが中期計画  

 等及び年度計画で明らかにされている場合に計上する負債勘定 

政 府 出 資 金：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成 

資 本 剰 余 金：国から交付された施設費などを財源として取得した資産で独立行政法人の

財産的基礎を構成するもの 

利 益 剰 余 金：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

  ② 行政コスト計算書 

 

   損益計算書上の費用：損益計算書における経常費用、臨時損失、法人税、住民税及び事業税、法

人税等調整額 

その他行政コスト：政府出資金や国から交付された施設費等を財源として取得した資産の減少

に対応する、独立行政法人の実質的な会計上の財産的基礎の減少の程度を

表すもの 

行 政 コ ス ト：独立行政法人のアウトプットを産み出すために使用したフルコストの性格

を有するとともに、独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せら

れるコストの算定基礎を示す指標としての性格を有するもの 
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③ 損益計算書 

 

業 務 経 費：独立行政法人の業務に要した人件費、物件費及び減価償却費等 

一 般 管 理 費：管理部門における人件費、物件費及び減価償却費等 

運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益 

事 業 収 入：介護給付費・訓練等給付費収入、診療収入などの収益    

当 期 純 利 益：独立行政法人通則法第 44条の利益処分の対象となる利益であって、独立

行政法人の財務面の経営努力の算定基礎を示す指標としての性格を有する

もの 

 

④ 純資産変動計算書 

 

 当 期 末 残 高：貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

⑤ キャッシュ・フロー計算書 

 

業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、

サービスの提供等による収入、原材料、商品又はサービスの購

入による支出、人件費支出等が該当 

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係

る資金の状態を表し、固定資産の取得等による支出 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増資等による資金の収入・支出、資金の調達及び返済、リー

ス債務償還の支払などが該当 
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（２）その他公表資料等との関係の説明 

  のぞみの園では、ホームページ（https://www.nozomi.go.jp）を活用してのぞみの園のご案内や各

種イベント等のほか、各業務を通じて得られた成果や情報を発信しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 




